
1 
 

NAGOYA UNIVERSITY
Financial Report 2013

国 立 大 学 法 人 名 古 屋 大 学 財 務 レ ポ ー ト
平成24事業年度 2012年4月1日～2013年3月31日



2 
 

 



- 1 - 
 

目 次  

 

 ごあいさつ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 
 

 財務レポートについて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

 

第１部 財務活動の概要 
 

Ⅰ．名古屋大学の収入概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 
 

Ⅱ．名古屋大学の事業の実施概要・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

 

第２部 財務諸表の解説 
 

Ⅲ．財務情報の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３ 
 

Ⅳ．平成２４事業年度の財務ハイライト・・・・・・・・・・・・・ ３０ 
 

Ⅴ．財務情報（直近５年間の推移） ・・・・・・・・・・・・・・ ３４ 
 

Ⅵ．財務分析（指標と経年比較） ・・・・・・・・・・・・・・・ ４４ 
 

Ⅶ．財務データで見る名古屋大学（直近５年間の推移） ・・・・・ ４９ 

名古屋大学の財務諸表等に関する情報は、ホームページでもご覧いただけます。 

本学ホームページ（http://www.nagoya-u.ac.jp/）「大学の概要／学部・研究科」＞「中期目

標・中期計画・評価／情報公開／公表事項など」＞「財務諸表など」をご覧ください。 

 



- 2 - 
 

 

 

 

 

 

  日頃より、名古屋大学に対するご理解とご支援を賜

り、深く感謝申し上げます。 

 名古屋大学は、1871 年(明治 4 年)に設立された仮病

院・仮医学校を源流とし、以来 142 年、1939 年(昭和

14 年)に名古屋帝国大学として創立されてからは 74 年

を経て、今日に至っています。創立当初からの伝統であ

る「自由闊達」な学風は、創造的な研究活動を行う土壌

を培い、その中から 4 名のノーベル賞受賞者をはじめと

する人材が育っています。 

 また、本学は、常に中部の発展とともにあり続け、教

育・研究を通じた地域貢献にも力を注いでいます。また、

アジアを中心とする国際人材育成と大学連携による国際

化の加速度的推進のため、「名古屋大学から Nagoya 

University へ」をスローガンに、さらなる教育カリキュ

ラムの改革及び実施体制の整備にも努めています。今後

も日本の基幹総合大学として、またアジアのハブ大学として、世界で活躍できる人材の育成や世

界のトップレベルの研究推進に努めて参りたいと思います。 

  

 

 「財務レポート 2013」は、納税者である国民のみなさま、授業料等を納入して頂いている 

学生及び保護者のみなさま、附属病院をご利用頂いているみなさま、教育・研究において連携協

力して頂いている企業等のみなさまなど、大学を支えてくださる多くの利害関係者のみなさまに、

本学の財務状態や経営状況を分かりやすく解説し、本学の運営・活動を財務の観点から広くご理

解頂くことを目的としています。 

 名古屋大学が益々発展し、「勇気ある知識人」を世界に輩出できるよう、たゆまぬ努力を続けて

いく所存ですので、引き続き皆様方からの温かいご指導ご支援を賜りますようお願い申し上げま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋大学総長

 

 

   ごあいさつ 
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■□ 財務レポートについて □■ 

 大学は様々なステークホルダー（利害関係者）からのご支援により教育、研究、診療活動等を

行っています。多様な財源をそれぞれの目的に沿った形で効率的に活用し、特色ある大学運営、

環境作りを行っています。大学はその財務運営状況についてアカウンタビリティ（説明責任）を

持ち、ステークホルダーのみなさまにご理解して頂けるよう少しでも分かりやすくお伝えするこ

とが、財務レポートの位置づけとなります。本レポートは、第１部「財務活動の概要」として大

学運営の全体像について、第２部「財務諸表の解説」では財務データに基づいた詳細な解説をし

ています。 

 

 

 

 

収入

お金は余ったりしないの？
何にお金を使っているの？

学生からの授業料、附属病院での医療

行為に伴う診療報酬、地域や企業からの

寄附金、企業との受託研究･共同研究、国

からの運営費交付金、補助金などで運営

をしています。

名古屋大学はどんなお金で

運営されているの？

授業の実施、学術研究、医療などの大学としての基本的

な活動を行っているのはもちろんですが、世界に通じる名

古屋大学として発展していくため、特に下記の事業に力を

入れています。

・｢ｅFACE｣等による外国語教育とグローバル30の推進

による留学生教育の充実

・グリーンモビリティ連携研究センターによる

世界的研究の先導、融合研究の先鋭化

・若手育成プログラム（ＹＬＣプログラム）による

若手研究者層の拡充

・愛知県｢知の拠点｣計画への参加による地場産業発展の貢献

・体育館や武道場の改修による学生の運動環境整備 など

国立大学法人の運営は営利を目的としておらず、

会計上の制度設計も損益が均衡する仕組みになっ

ています。

しかし、効率的な運営や、附属病院収入などの

自己収入の増加など、経営努力により利益が生じ

る場合があります。この利益については、文部科

学大臣の承認を得て、教育・研究・診療等を行う

ため、目的積立金として次年度に繰り越すことが

できるようになっています。

支出利益

国
（国民の皆様の税金）

授業料 入学料

寄宿料等
寄附金等

運営費交付金

補助金等

受託･共同研究費

寄附金など
診療報酬

企業の方々学生の方々 地域の方々 患者の方々
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収入概要 

 

  名古屋大学における収入は、大学の運営財源として国から交付される運営費交付金や施 

 設整備費補助金等のほかに、授業料等の学生納付金収入や附属病院収入等の自己収入、そ 

 して寄附金や受託研究等収入などの外部資金から構成されております。 

 

 運営費交付金収入（平成２４年度収入 約 3４０億円） 

   国立大学法人がその業務運営を行うための財源の中心は、国か 

 ら交付される運営費交付金です。運営費交付金は、大学の自己収 

 入である授業料や病院収入等の収入予算と、国立大学法人の事業 

 運営に要する支出予算との差額を補填するため、国が毎事業年度 

 交付するものであり、基盤的な財務措置であります。 

   平成２４年度における本学の運営費交付金収入は約３４０億円 

 （前年度繰越債務額 2６億円含む）であり、大学全体の収入の約 

 ３４％を占めています。 

  また、平成２３年度から運営費交付金の算定に用いられている 

 大学改革促進係数により、約 3 億円の削減を受けているところで 

 あり、引き続き更なる経営努力による自己収入（附属病院収入など）の増収や業務の効率化に  

 よる経費の削減が求められています。 

   

 学生納付金収入（平成２４年度収入 約 9１億円） 

  学生納付金は、国立大学法人における自己収入の柱であり、本 

 学における収入の約９％を占めています。平成 2４年度における 

 本学の学生納付金収入は約 9１億円であり、その内訳は授業料収 

 入約 7６億円、入学料収入約 1３億円、検定料収入約２億円とな 

 っています。 

  学生納付金の単価は、国が定める標準額・上限範囲を基準に各 

 大学が決定することとなっており、平成 2５年度現在の本学の単 

 価は、授業料・入学料・検定料ともに標準額と同額を設定してい 

 ます。 

  なお、国立大学法人では収容定員に対する学生充足率が、一定 

 率を上回った場合、または、下回った場合は業務の達成がなされなかったとみなされるため、  

 入学希望者の動向調査、学生募集活動のさらなる強化、学生の休学状況の分析を行うなど、学  

 生定員の一定の充足に努めるとともに、学生納付金収入の安定的な確保を図るための対策が求 

 められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ⅰ．名古屋大学の収入概要 

国立大学法人の授業料等の標準額 (単位：円)

区 分 授 業 料 入 学 料 検 定 料

学 部 535,800 282,000 17,000

大 学 院 535,800 282,000 30,000

法 科 大 学 院 804,000 282,000 30,000

附 属 高 校 115,200 56,400 9,800

※授業料については年額
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◆◇◆入学料・授業料免除◆◇◆ 

 名古屋大学では経済的理由で入学料又は授業料の納入が困難で、かつ学業優秀と認められる学

生には、納入を免除（全額もしくは半額）する制度があります。学生納付金収入の一部を入学料・

授業料免除に充てることとし、平成 2４年度においては、授業料約７億８千万円、入学料約３千

万円を免除しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附属病院収入（平成 2４年度収入 約３２０億円） 

 附属病院における診療行為の実施により得られる附属病院収入は、本学における収入の約３

２％を占めており、大学の重要な収入となっています。 

 平成 2４年度における附属病院収入は、患者数、手術件数の増及びＭＲＩ装置の増台による検

査件数増、診療報酬改定による増収のほか、平均在院日数の短縮に伴う診療単価の増などにより、

対前年度約２２億円の増収となっています。 

 本学附属病院においては、安全かつ最高水準の医療の提供、優れた医療人の養成、次代を担う

新しい医療の開拓、地域と社会への貢献を掲げるとともに、附属病院運営費交付金の交付がなく

なるなど厳しい財政状況の中、目標管理の徹底、コスト分析による経営改善等に努めています。 

 

 

 

 

 

 

    

 

施設整備費補助金・施設費収入（平成２４年度収入 約４２億円） 

 国立大学法人の施設は、教育・研究等の重要基盤かつ国家的資産と 

も言えることから、その基本的な整備には国からの財源措置（施設整 

備費補助金）がなされます。これに国からの財源措置を補完する国立 

大学財務・経営センターからの交付金（施設費収入）を合せると、平 

成 2４年度における本学の収入の約４％を占めています。 

 平成 2４年度の交付では、動物実験施設新営、総合研究棟（地域環 

境系）新営、地球水循環研究センター本館改修等が行われています。 

 

 

 

平成２４年度学生納付金免除実績 （単位：千円）

免 除 額 免 除 者 数 免 除 額 免 除 者 数

学 部 333,134 1,852人 1,692 7人

博士課程前期課程 216,195 1,325人 21,432 146人

博士課程後期課程 212,802 1,106人 10,011 51人

法 科 大 学 院 12,011 64人 423 3人

大 学 院 研 究 生 2,495 14人 761 9人

附 属 高 校 0 0人 85 2人

計 776,637 4,361人 34,404 218人

※授業料人数は前後期合計延べ人数

授 業 料 入 学 料
区 分
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受託研究等収入（平成 2４年度収入 約７３億円） 

 大学などの教育機関・研究機関、民間企業と政府・自治体などが連携し、研究開発を行うこと

を産学官連携といいます。これは、新産業の創出・地域振興や大学の学術研究の活性化にも有効

であり、近年、本学においても多くの取り組みが行われています。 

 国、政府関係機関や民間企業の委託者から特定の研究課題について委託を受け、本学の研究者

が研究を実施する「受託研究」、民間企業等の研究者と本学の研究者とが対等な立場で共通の課題

について研究を実施する「共同研究」、教育研究活動の一環として社会貢献に資するため民間企業

等から委託を受けて事業を実施する「受託事業」などの制度により、産学官連携事業を推進して

います。 

 多面的な学術研究活動を通じて社会、地域の発展に貢献することを基本理念に掲げている本学

において、受託研究、共同研究等の産学官連携事業は、大学が持つ知的財産の技術移転、ベンチ

ャー起業支援、地域貢献などに重要な役割を果たしています。 

 その研究費として、平成 2４年度は受託研究収入約５６億円（５２７件）、共同研究収入約１４

億円（６４７件）、受託事業等収入約３億円（７６件）の受け入れがありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寄附金収入（平成 2４年度収入 約２６億円） 

 寄附金とは、民間企業や個人などから大学に対し学術研究や教育 

の充実などを目的として寄附される資金（現金・金融資産）であり、 

大学事業の充実発展に大きく寄与しております。 

 企業や地域社会の皆様からの寄附金は、大学の教育研究活動に極 

めて重要な役割を果たしており、教育及び学術研究の充実、学生の 

奨学支援等に活用され、その成果は技術革新の促進や人材の育成供 

給などの形で社会へ還元されています。 

 平成２４年度は現金の寄附として、約２６億円（2,155 件）を頂 

きました。 

 この他、このような現金の寄附以外に、土地（東郷町 27,513 ㎡） 

をはじめ、建物等の施設や設備などの現物寄附として、平成 2４年度 

は約 25 億円（33,840 件）の寄附を頂きました。 
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基金収入（平成 2４年度収入 約 1.2 億円） 

 「名古屋大学基金」は、従来の周年事業等で寄附金を建物の建築等で費消してしまうというも

のではなく、頂いた寄附金を基金として積立て、その運用益で各種の事業を展開するものです。

平成 24 年度は約 0.7 億円（642 件）のご寄附を頂くとともに、約 0.4 億円の運用益による収

入がありました。この基金の原資を将来にわたって確実に拡大し、財務の大きな柱の一つとなる

よう努めていきます。 

 本学では，「名古屋大学からＮagoya Ｕniversity へ」をスローガンにして、大学の国際化を強

く進めています。特に世界に通ずる人材の育成のため、日本人学生の英語力強化，留学生教育を

充実するために教養教育から大学院までの英語コースを設置し，2020 年までに留学生を 3000

人超に増やしていくよう努めております。 

 そして，本学の主要な国際交流事業である G３０留学生への奨学金支援及び日本人学生の留学

支援にご寄附頂いた基金の運用益を重点的に活用させていただきます。また，国際交流以外の事

業についても順次進めて行く予定です。 

※本学は早い時期からアジア地域に着目し、法学、医学、理学、農学などの幅広い分野において

数々の実績を積んできました。これら、さまざまな名古屋大学の「アジア 力
りょく

」は，今まさに時代

の先端を走っています。このアドバンテージを活かし，今後もさらに「アジア戦略」を重要事項

として取り組むこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋大学基金の状況（平成１７～２４年度）

企業・法人 個人 小計 有価証券 運用益 合計

Ｈ１７ 受入額 30,422 250,580 281,002 0 281,002

～執行額 0 0 0 0 0

Ｈ１９ 期末残高 30,422 250,580 281,002 0 0 281,002

受入額 385,610 98,254 483,864 0 483,864

執行額 0 0 0 0 0

期末残高 416,032 348,834 764,866 0 0 764,866

受入額 241,170 1,145,810 1,386,980 16,053 1,403,033

執行額 0 0 0 0 0

期末残高 657,202 1,494,644 2,151,846 0 16,053 2,167,900

受入額 104,070 80,506 184,576 147,250 38,647 370,473 下駄の鼻緒奨学金 2,400

執行額 0 0 0 ▲ 2,400 ▲ 2,400

期末残高 761,272 1,575,150 2,336,422 147,250 52,300 2,535,974

受入額 59,670 35,254 94,924 42,477 137,401 G30学部奨学金 3,960

執行額 0 0 0 ▲ 6,360 ▲ 6,360 下駄の鼻緒奨学金 2,400

期末残高 820,942 1,610,404 2,431,346 147,250 88,417 2,667,015

受入額 14,067 60,181 74,248 44,210 118,459 G30学部奨学金 12,650

執行額 0 0 0 ▲ 15,050 ▲ 15,050 下駄の鼻緒奨学金 2,400

期末残高 835,009 1,670,585 2,505,594 147,250 117,577 2,770,424

Ｈ２１

Ｈ２２

Ｈ２３

Ｈ２４

〔単位：千円〕　

名大基金
運 用 益 執 行 内 容

Ｈ２０

事　　　　項
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科学研究費補助金収入（平成 24 年度収入 約７８億円 ※間接経費を含む） 

 近年、国公私立大学を通じた、競争原理に基づく財政支援へのシフトが加速しており、学生支

援の充実、老朽施設の再生、教育研究設備の整備、教育研究経費の充実を図り、魅力ある大学と

して発展していくためには、国の競争的資金を十分に獲得し、既存経費を併せた双方により財政

支援を行う体制の構築が急務です。 

 競争的資金とは、資金配分主体が広く研究開発課題等を 

募り、提案された課題の中から、専門家を含む複数の者に 

よる、科学的・技術的な観点を中心とした評価に基づいて 

実施すべき課題を採択し、研究者等に配分する研究開発資 

金です。この競争的資金の代表例として、学術研究の発展 

を目的とする科学研究費補助金があります。科学研究費補 

助金は研究者個人への補助とされるため、国立大学法人の 

決算には算入されませんが、獲得の有無・研究成果は研究 

者及び大学の評価として認知されるものです。 

 平成 2４年度においては、文部科学省及び日本学術振興 

会より 2,641 件が採択され、約 7８億円の受入がありました。（研究分担者による受入金額・件

数を含む）。 

 

その他の政府補助金等収入（平成 24 年度収入 約 65 億円） 

 科学研究費補助金の他にも競争的資金として様々な補助金があります。 

 これらの補助金は、教育・研究活動等の推進のために、国や地方自治体等から交付され、本学

では研究拠点形成費等補助金を始めとして多くの補助金を獲得しております。 

 平成２４年度については２４６件が採択され、受入総額は約６５億円あり、本学はその重大な

責務を負うとともに、特色ある大学づくりに努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■平成２４年度に採択された主な補助金の例 

  ・国からの補助金・・・・・・・・・大学改革推進等補助金、研究拠点形成費等補助金など 

  ・地方公共団体からの補助金・・・・愛知県地域医療支援センター運営費補助金など 

平成２４年度その他補助金 （単位：百万円）

交 付 元 件 数 交 付 額
文 部 科 学 省 40 3,930

厚 生 労 働 省 141 1,336

経 済 産 業 省 2 6
環 境 省 8 60
農 林 水 産 省 1 6
国 土 交 通 省 4 24
独 立 行 政 法 人 43 1,040
地 方 自 治 体 6 84
そ の 他 1 1

計 246 6,487
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事業の実施概要 

 

 名古屋大学では、国民の皆様や学生の皆様、企業、国などからの負託を受け、教育・研究 

・診療などに関わる様々な事業を展開しています。 

■□ 教  育 □■ 

◇博士課程教育リーディングプログラム 

 優秀な学生を俯瞰力と独創力を備え広く産学官にわたりグローバルに活躍するリーダーへと導

くため、国内外の第一級の教員・学生を結集し、産・学・官の参画を得つつ、専門分野の枠を超

えて博士課程前期・後期一貫した世界に通用する質の保証された学位プログラムを構築・展開す

る大学院教育の抜本的改革を支援し、最高学府に相応しい大学院の形成を推進することを目的と

しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

◇学生支援の充実 

 優秀な大学院博士課程の学生 5 名に「学術奨励賞」を授与し、奨励金年額 80 万円を給付しま

した。また、博士課程教育リーディングプログラムの参加学生に対して、奨励金の支給または研

究アシスタントとして雇用することにより、経済的に支援しました。 

 

 

 

 

 

 

 

◇課外活動施設の充実 

 名古屋大学の弓道場は、築 50 年近く経過し、 

天井の低さ、練習スペースの不足など、機能上 

支障が出ていました。このような環境を改善す 

るため、天井高を上げ、面積を広げるとともに、 

幅 10ｍにわたる開口部にシャッターに代えて 

上部がガラスの折れ戸を採用し、明るい空間を 

確保しました。 

 さらに、屋外での練習に対応できるよう外部の 

舗装も行い、練習環境の向上を図りました。 

 

 

  Ⅱ．名古屋大学の事業の実施概要 

取組名称 類型・テーマ 取組部局

PhDプロフェッショナル登龍門
　　－フロンティア・アジアの地平に立つリーダーの養成－

オールラウンド型 全学

フロンティア宇宙開拓リーダー養成プログラム
　　－産学官連携と理工横断による次世代産業創出を目指して－

複合領域型(横断的) 理学研究科・工学研究科

グリーン自然科学国際教育研究プログラム 複合領域型(環境) 理学研究科・工学研究科・生命農学研究科

法制度設計・国際的制度移植専門家の養成プログラム オンリーワン型 法学研究科

博士課程教育リーディングプログラムの参加学生支援実績

①奨励金 月額20万円 5名

②研究アシスタント 単価1，364円 86名 （博士前期：週7時間）

単価1，422円 100名 （博士後期：週6～13時間）

単価1，422円 8名 （博士後期：週19時間）
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■□ 研  究 □■ 

◇ナショナルコンポジットセンターの設立 

 名古屋大学では、2012 年 4 月、我が国初となる熱可塑性複合材料製造技術の実証･評価の世

界的研究開発拠点を目指し、ナショナルコンポジットセンターを設立しました。本センターにお

いて、大型部材（2 ㎡以上）成形技術の実証や耐雷、耐火及び耐炎試験評価を一体的に行ってい

きます。本センターの整備により、これまで海外（ドイツ・フランス等）でしか実施できなかっ

た大型部材成形の試作・評価が国内で可能となりました。また、耐雷と耐火･耐炎をパッケージに

した拠点は世界でも類がなく、本センターを活用した複合材料評価技術の構築により国際標準化

戦略への貢献も期待されています。また､熱可塑性複合材料を使った新しい分野に挑戦する､次世

代の研究者や技術者の育成にも力を入れていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇トランスフォーマティブ生命分子研究所の設立 

 文部科学省「世界トップレベル研究拠点プログラム(WPI)」 

に採択され、化学と生物学との融合、革新的機能分子の創製 

を目指す「トランスフォーマティブ生命分子研究所（ITbM）」 

を設置しました。本研究所では、世界屈指の分子合成力を推 

進力とし、生命科学・技術を根底から変える革新的機能分子 

「トランスフォーマティブ生命分子」を生み出すことを命題 

としています。本拠点は化学者と生物学者の画期的な国際混 

成集団であり、主任研究員の平均年齢は 43 歳と、WPI 拠点 

としては若い研究組織です。また外国人研究者が拠点に積極 

的に参画するために Co-PI 制度や完全英語対応事務を導入し、加えて専任の来日サポートスタッ

フの配置をすることで外国人研究者にとって快適な研究環境の整備をしています。 

 

◇東海圏減災研究コンソーシアムの設立 

東海圏減災研究コンソーシアムは、南海トラフ巨大地 

震等の発生による甚大な被害の危険性が指摘されてい 

る東海地域において、本学減災連携研究センターを中 

心に、岐阜大学研究推進・社会連携機構社会資本アセ 

ットマネジメント技術研究センター、静岡大学防災総 

合センター、名古屋工業大学高度防災工学センター、 

豊橋技術科学大学安全安心地域共創リサーチセンター、 

三重大学地域圏防災・減災研究センターの 6 国立大学 

法人の防災・減災関連研究組織が互いに連携し、防災・ 

 

オールジャパン体制

イギリス

フランス アメリカ

オーストラリア

ドイツ
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減災に関する教育・研究を推進することで、安全・安心な地域社会の実現を目指す組織であり、

平成 25 年 3 月に行われた調印式を経て発足しました。本コンソーシアムは、他の大都市圏の防

災関連研究所等に匹敵する役割を 6 大学が連携して担っていく新しい試みです。調印式を含む設

立記念行事では、大学、自治体、企業、NPO 等から関係者ら 200 名を超える出席があり、各界

の本コンソーシアムに対する期待の大きさが伺えました。 

■□ 診  療 □■ 

◇患者給食設備の更新 

 患者給食は、患者の生命維持及び栄養 

治療において非常に大切な部分であり、 

安心・安全で安定的な患者給食の提供は、 

病院経営的な面からみても絶対に欠かす 

ことの出来ない業務です。本院の患者給 

食設備は、病棟が建設された平成 10 年 

度に導入された設備で、これまで部分的 

に機器更新を実施してきましたが、導入 

後 10 年以上経過し、経年変化・老朽化 

が著しく業務に支障をきたすことが予想 

されたため、平成 24 年度において、全 

面的に設備更新を行うとともに、総合周 

産期母子医療センターを開設したことに 

よる新生児部門（NICU、GCU）の拡張に対応して調乳設備の強化を併せて実施しました。 

 

◇スキルトレーニングシステムの導入 

 近年、医療技術の進歩は目覚ましく、 

今まで不可能とされてきた治療を実現 

する反面、医師として備えるべき専門 

的な知識や技術が高度で膨大となって 

います。当地域における医療教育の基 

幹施設である附属病院としては、これ 

らの知識・技術の習得を推進し、患者 

の安全と医療の質の向上を図るため、 

基本的臨床知識・技能の習得に加え、 

高度先進医療の専門的知識・技能の習 

得等が可能となるスキルトレーニング 

システムをクリニカルシミュレーションセンターに導入しました。 

 本システムは、医師だけでなく看護師、コメディカルスタッフなどの幅広い職種において教育

が可能な実践シミュレータを備えており、個々の教育だけでなくチーム医療の育成・強化を可能

としており、CG 画像を見ながらトレーニングできる機器や、内視鏡手術支援ロボット専用のト

レーニング機器を備えるなど、国内最大級の設備を有しています。また、本センターは、学内外

を問わず利用できる開放型トレーニングセンターとなっており、地域医療に貢献していくものと

期待しています。 

 

（納入：H25.3.29 納入価：201 百万円） 

（納入：H25.3.25 納入価：328 百万円） 
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■□ 教育研究施設整備 □■ 

◇研究所共同館の整備 

 研究所共同館では、名古屋大学で初めてコミッシ 

ョニングが取り入れられました。設計段階・施工段 

階・運用段階での一貫した建築・設備コミッショニ 

ングは日本でも初の取組みです。 

 この取り組みの中で作成した企画設計要件書には 

「多様性と可変性をもつ先進的ワークプレース」を 

はじめとする 6 つのコンセプトを定め、これに沿う 

形で実施設計及び施工が進められました。 

 また、地熱利用、自然換気、全館ＬＥＤ照明、井 

水利用などさまざまな環境配慮への取り組みを行い、 

ＣＡＳＢＥＥ名古屋のＳランクを取得しています。 

 

                                                

                                             ◇ナショナルコンポジットセンターの整備 

                                              ナショナルコンポジットセンターは、我が

国初となる熱可塑性複合材料製造技術の実

証・評価の研究開発拠点です。これまで海外で

しか実施できなかった航空機や自動車などの

大型部材成形の試作・評価が国内で可能となる

他、耐雷、耐火、耐炎をパッケージにした世界

でも類のない拠点として、ものづくり産業の国

際競争力強化への貢献を期待された施設です。 

 

 

 

 

◇動物実験施設の整備 

 動物実験施設は、動物飼育管理の効率化・集中化 

による安全で適正な動物実験環境を構築し、最先端 

研究の基盤を整備するために建設されました。 

 遺伝子改変実験動物、各種疾患モデル動物をＳＰ 

Ｆ(特定病原体非感染)環境で最大で 10,000 匹飼育 

できます。また，建物内をクリーンエリアとダー 

ティーエリアに区分し、利用者の出入りはワンウェ 

イ動線とすることにより、クリーンな飼育環境を維 

持できるようにしています。 

 

研究所共同館
竣工：H25.3.15 建築費：1,797百万円 )

ナショナルコンポジットセンター
竣工：H25.3.29 建築費：531百万円 )

動物実験施設
（竣工：H25.3.28 建築費：642百万円 )



- 13 - 
 

 

  国立大学法人の経営と財務諸表の関係             
 

◆財務諸表の体系 

 国立大学法人会計基準及び注解により作成される財務諸表は、独立行政法人会計基準及び

注解をベースとし、大学の特性を踏まえて作成されています。 

●貸借対照表(B/S) 

 《国立大学法人の財政状態を表します。》 

●損益計算書(P/L) 

 《国立大学法人の運営状況を表します。》 

●キャッシュ・フロー計算書 

 《国立大学法人の一会計期間におけるキャッシュ・フローの状況を表します。》 

●利益の処分または損失の処理に関する書類 

 《国立大学法人の当期未処分利益の処分または当期未処理損失の内容を明らかにします。》 

●国立大学法人等業務実施コスト計算書 

 《国立大学法人の業務運営に関し、国民が負担するコスト情報を開示します。》 

●附属明細書 

 《貸借対照表・損益計算書等の内容を補足するために作成します。》 

 

◆財務諸表の相関関係 

 国立大学法人が作成する財務諸表は、以下の相関関係図のとおりそれぞれの項目が互いに

関係し成り立っています。これらを一同に公表することで、ステークホルダーのみなさまへ

財務運営状況の説明を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業報告書

（大学の事業を財務

的な面から説明）

附属明細書

（B/S・P/Lの内容を補足）

99,735 99,735

〔収入〕
99,735

〔支出〕
95,560

予算決算上の残高
4,174

〔借方〕 〔貸方〕
1,952 1,952

利益処分額
（※ 積立金）

1,837

目的積立金申請額

115

当期総利益
1,952

〔借方〕 〔貸方〕
134,751 134,751

資金期末残高
18,660

（定期預金）
       0

〔支出〕
116,091

資金期首残高
10,568

〔収入〕
124,182

〔借方〕 〔貸方〕
93,618 93,618

〔経常費用〕
89,708

〔臨時損失〕
162

損益計算書に
計上されない
費用相当額

3,746

自己収入等
53,582

国立大学法人等
業務実施コスト

40,035

〔借方〕 〔貸方〕
91,824 91,824

〔経常費用〕
89,708

〔臨時損失〕
162

当期総利益
1,952

〔経常収益〕
91,695

（自己収入等）
53,582

〔臨時利益〕
104

前中期目標期間
積立金取崩額

23

〔借方〕 〔貸方〕
238,452 238,452

〔資産〕
238,452

（現金預金）
18,660

〔負債〕
119,167

〔純資産〕
119,284

（当期未処分利益）

(1,952)

貸借対照表（B/S）

（期末日における財政状態）

損益計算書（P/L）

（会計期間における運営状況）
キャッシュ･フロー計算書

（会計期間における資金の流れ）

国立大学法人等業務実施コスト計算書

（納税者である国民が負担するコスト）

利益の処分に関する書類

（未処分利益の処分内容）

単位：百万円 単位未満切捨

・損益外減価償却累計額

・損益外減損損失累計額

・損益外利息費用相当額

・損益外除売却差額相当額

・引当外賞与増加見積額

・引当外退職給付増加見積額

・機会費用

決算報告書
（国の予算・決算に準拠）

 Ⅲ．財務情報の概要 

財務諸表の相関関係図（平成２４事業年度）財務諸表の相関関係図（平成２４事業年度）
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◆国立大学法人会計の主目的と管理の主眼 

 国立大学法人会計では、法人化前の予算管理手法による財源管理に加え、その結果を会計

基準に従って整理し、財政状態や運営状況を明らかにすることを目的としています。 

 従来の予算が資源の投入管理機能であったことに加え、「目標」「目安」としての意味合い

を強め、予算を使用して事業を実施したことによる実績（成果とコスト）がより一層重視さ

れる点が従来と異なる点であると言えます。そのため上場企業と同様に財務諸表の作成・公

表が義務付けられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆企業会計と国立大学法人会計の特徴と相違 

 国立大学法人の会計基準は、企業会計基準を基に作られた独立行政法人会計基準を国立大

学法人の特徴に沿うように作成されています。主に①複式簿記と発生主義の採用、②利益獲

得（独立採算制）を目的としない、③官庁会計と企業会計の中間的要素という特性を持って

います。 

 

 

 

 

財務諸表の体系図財務諸表の体系図

【積 立 金】

《文部科学大臣による経営努力認定》《現金主義ベース》

決算報告書

業
務
運
営
・
業
務
遂
行

大学経営

予
算
の
編
成
・
執
行

《発生主義ベース》

貸借対照表

損益計算書
運営状況

財政状態

目的積立金申請額の確定

キャッシュ・フロー計算書

附属明細書

国立大学法人等
業務実施コスト計算書

資金収支

運営にかかる国民負担

【目的積立金】
利益の処分に
関する書類

比較項目 企業会計（財務会計） 国立大学法人会計

①　株主・債権者の意志決定への貢献 ①　国立大学法人の業務遂行の的確な理解への貢献

②　取引先・利害関係者の意志決定への貢献 ②　国立大学法人の業務の適正な評価への貢献

●　貸借対照表 ●　貸借対照表

●　損益計算書 ●　損益計算書

●　キャッシュ・フロー計算書 ●　キャッシュ・フロー計算書

●　利益の処分または損失の処理に関する書類 ●　利益の処分または損失の処理に関する書類

●　附属明細書 ●　国立大学法人等業務実施コスト計算書

●　附属明細書

情報利用者 株主、債権者、その他利害関係者 国民、学生等の利害関係者

営利性 営利 非営利

コスト開示 開示 開示

費用の認識基準 発生主義 発生主義

計画との関係 将来計画は任意開示 中期計画・年度計画の開示と遂行義務

準拠すべき会計基準 企業会計原則等 国立大学法人会計基準

財務諸表等
（報告書類）

会計的な目的

企業会計と国立大学法人会計の特徴及び相違
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  国立大学法人特有の会計処理について             

 

◆固定資産の取得と減価償却 

 企業会計では、建物などの固定資産を取得した場合、その取得原価を使用期間にわたって各年度に配分す

る処理（減価償却）を行っています。これは固定資産の使用に伴い発生する費用と収益を対応させるもので

すが、国立大学法人の減価償却は、固定資産の使用によって収益の獲得を目的としておらず、収益に対する

費用配分というよりも、資産の減価の把握を目的としています。 

 固定資産の会計処理は、次のとおり取得する財源により異なっています。 

 

 ◇国立大学法人の責任の範囲内（負債処理型） 

   運営費交付金などにより資産を取得する場合、当該資産を購入するかどうかは大学の裁量に委ねられ 

 ているので、その結果は減価償却を通して損益計算に反映することとなります。 

   具体的には、取得した償却資産の減価償却費相当額を、負債勘定である資産見返負債を取り崩し、資産 

  見返負債戻入（収益）へ振り替えることにより、減価償却費（費用）の損益バランスをとっています。 

  ○負債処理型の財源（運営費交付金、授業料、寄附金、補助金等、設備整備費補助金） 

 

 ◇国立大学法人の責任の範囲外（純資産処理型） 

   施設整備費補助金などにより資産を取得する場合、当該設備を購入するかどうかは文部科学大臣に委 

 ねられているので、その結果は損益計算に反映せず、単に純資産の減少として捉えます。 

  具体的には、文部科学大臣の承認を得ることにより、発生する減価償却費を損益外（資本剰余金のマイ 

  ナス）として整理することが認められ、大学の損益に影響を出さないこととなります。 

  ○純資産処理型の財源（施設整備費補助金、施設費交付金、目的積立金） 

 

 

 

 

固定資産の会計処理イメージ固定資産の会計処理イメージ

【資産】 【負債】 【資産】 【負債】

【純資産】

【純資産】

【資産】 【負債】 【資産】 【負債】

【純資産】

【純資産】

【費用】 【収益】

貸借対照表

損益計算書

《負債処理型》

貸借対照表

《負債処理型》

貸借対照表

《純資産処理型》

貸借対照表

《純資産処理型》

固定資産

資本剰余金

運営費交付金債務等

振替

運用（固定資産）と調達源泉が対応

固定資産 資本剰余金

減価償却累計額

（資産△）

減額

損益計算書に減価償却費を計上しない

損益外減価償却累計額

（資本剰余金△）

減額

現金（流動資産）

支払
（振替）

取 得 時

固定資産

資産見返負債

運営費交付金債務等

振替

減価償却時

固定資産 資産見返負債

減価償却費 資産見返負債戻入

費用＝収益

（損益均衡）

収益化費用化

現金（流動資産）

支払
（振替）
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◆収益（収入）の認識 

 企業会計では、収益は実現主義の原則に従い、当期に役務の提供や商品の販売などによって

実現したものを売上として認識します。 

 国立大学法人の会計処理は、企業会計でいう売上（＝収入）のほかに、次のとおり取得する

財源によって収益を認識する方法が異なっています。 

 

 ◇いったん負債計上し、収益（収入）を認識するもの 

  運営費交付金や授業料などは、当期における授業及び教育研究を行わなければならない 

 義務（債務）を負う財源として、入金時（未収入金計上時）に負債として計上します。こ 

 れは企業会計における前受金に近い概念です。 

  この債務は教育研究の達成度に基づき収益（収入）へと振り替えます（収益化といいま 

  す）。基本的には期間の進行と達成度は同じと考え、期間進行基準により収益化を行います。 

  また、退職手当等執行額を収益（収入）に振り替える費用進行基準及びプロジェクト等（特 

  別運営費交付金）の成果の達成度による業務達成基準も採用されています。 

 

  ※ 同様の会計処理を行う財源（勘定） 

   ○寄附金（寄附金債務）  

   ○施設整備費補助金・施設費交付金（預り施設費）  

   ○補助金・設備整備費補助金（預り補助金）  

   ○受託研究費・共同研究費・受託事業費（前受受託研究費等・前受受託事業費等）  

 

 ◇実現主義により収益（収入）を認識するもの 

  附属病院収益は、診療行為を行った時に収益（収入）を認識しますので、企業会計と同 

 様の会計処理となります。その他の自己収入についても同様です。 

 

  ※ 同様の会計処理を行う財源（勘定） 

   ○学生納付金（入学金収益・検定料収益） 

   ○外部資金の間接経費（受託研究等収益、受託事業等収益、研究関連収入） 

   ○その他（手数料収益、その他業務収益など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ルール 期間進行基準 費用進行基準 業務達成基準

業務の進捗度を測る基準 期間の経過 費用の発生額 業務の達成度合

会　計　処　理　内　容
年度単位で、受領した金
額を期間の進行度合に応
じて収益計上

費用の発生の都度、費用
発生額と同額を収益計上

業務実施の都度、業務の
達成度合を乗じた金額を
収益計上

対　　象　　財　　源 運営費交付金・授業料
運営費交付金
寄附金・施設費・補助金
受託研究費等

運営費交付金

収益化基準収益化基準
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  財務諸表等の概要                      

 

◆平成２４年度決算の位置づけ 

 平成２４年度は国立大学法人化されてから第９期目であり、第２期中期目標期間（平成 22

～27 年度）の３年目にあたります。平成 16 年度から平成 21 年度までの第 1 期６年間の

決算分析に係る総まとめを踏まえ、引き続き広く国民のみなさまに開かれた、わかりやすい

決算諸表を積極的に開示していく使命を果たすことが、平成 2４年度決算としての位置づけ

となります。 

 また、「名古屋大学学術憲章」と中期目標・中期計画を基に、総長が中長期的な目標を簡潔

に盛り込んだ「濵口プラン」に沿って、引き続き総長が掲げた「名古屋大学から Nagoya 

University へ」の大方針のもと、グローバル 30(大学の国際化のためのネットワーク形成推

進事業)など国際化・グローバル化に向けた事業に重点を置いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務諸表等 科目 24年度 23年度 対前年度比

資産 238,452 236,978 0.62%

負債 119,167 119,005 0.14%

純資産 119,284 117,973 1.11%

経常費用 89,708 90,114 ▲0.45%

経常収益 91,695 91,231 0.51%

当期総利益 1,952 1,065 83.29%

　　当期純利益 1,928 1,045 84.50%

　　前中期目標期間
　　積立金取崩

23 20 15.00%

業務活動 13,361 16,555 ▲19.29%

投資活動 1,430 ▲8,466 116.89%

財務活動 ▲6,701 ▲6,500 ▲3.09%

資金期首残高 10,568 8,981 17.67%

資金期末残高 18,660 10,568 76.57%

国立大学法人等業務実施コスト計算書 実施コスト 40,034 43,674 ▲8.33%

収入 99,735 99,138 0.60%

支出 95,560 93,541 2.16%

収支 4,175 5,597 ▲25.41%

決算報告書

平成24事業年度

　　　　　　　　　　　［平成２４年4月1日～平成２５年３月３１日］　　　　　　　　　【単位：百万円】

貸借対照表

損益計算書

キャッシュ・フロー計算書



- 18 - 
 

  貸借対照表の概要                      

◆貸借対照表（詳細は 27 ページ） 

 貸借対照表とは、国立大学法人の財政状態を明らかにするため、貸借対照表日（３月３１

日）におけるすべての資産、負債及び純資産を示したものです。国立大学法人は主要な財産

が建物などの固定資産から構成されるため、固定資産や固定負債が上に表示される「固定性

配列法」によっています。なお、企業会計においても、電気・ガスなどの業種に見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   資産総額：2,384 億円（対前年度１5 億円の増） 
  〔主な要因〕 
   ・研究設備等の減価償却が進行することによる減：▲26 億円 
   ・融合型先端医学研究拠点施設等の新営工事開始に伴う建設仮勘定の増：15 億円 
   ・未払金の増加などによる現金及び預金の増：16 億円 
   ・病院収入の国保・社保への請求保留などによる増：８億円 
  負債総額：1,191 億円（対前年度 1 億円の増） 
  〔主な要因〕 
   ・財政融資資金の返済による減：▲38 億円 
   ・資産の増加に伴う資産見返負債の増：36 億円 
   ・未払金の増：29 億円 
   ・ファイナンスリースの支払いによる減：▲19 億円 
  純資産総額：総額 1,192 億円（対前年度 13 億円の増） 
  〔主な要因〕 
   ・資産の減価償却の進行による減：▲５億円 
   ・当期の利益による増：17 億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立大学法人特有の勘定科目国立大学法人特有の勘定科目

　運営費交付金債務
　授業料債務

　運営費交付金及び授業料は、当期における事業（教育研究等）を行わなければならない義務（負債）を負
う財源として、入金時（未収入金計上時）に運営費交付金債務・授業料債務として債務認識をします。この
債務は事業（教育研究等）の達成に基づき収益へと振替えます（収益化）。基本的には期間の進行と達成度
は同じと考え、期間進行基準により収益化を行います。
　また、退職手当等執行額を収益化する費用進行基準、プロジェクト等（特別運営費交付金）の成果の達成
度により収益化する業務達成基準も採用されています。運営費交付金債務の残高は退職手当の残高などであ
り、教育研究等の未実施によるものではありません。

　寄附金債務
　長期寄附金債務

　寄附金は寄附者又は大学においてその寄附金の使途が指定され、その寄附目的を達成する義務（負債）を
負うこととなり、入金時に寄附金債務として債務認識します。この寄附金債務は目的のために使用した金額
を達成度（費用進行基準）と考え、執行額を収益へと振替えます。
　このため未執行額は寄附金債務のまま貸借対照表の負債勘定で繰り越すこととなります。
　なお、長期寄附金債務は寄附金を国債等の投資有価証券の取得により資金運用を行っている相当額を、寄
附金債務（流動負債）から振替えています。

　資産見返負債

　運営費交付金・授業料及び寄附金など負債認識する財源で固定資産を取得した場合には、相当額を運営費
交付金債務等から資産見返負債に振替えます。資産見返負債は、毎年度発生する償却資産の減価償却費相当
額を取り崩し、資産見返負債戻入（収益）へ振替えることにより、減価償却費（費用）の損益バランスをと
る処理を行います。
　これは、大学の教育研究が利益を目的としていないため、国立大学法人会計基準に定められている会計処
理となります。
　
　※資産見返負債を計上する財源《運営費交付金、授業料、寄附金（現物寄附を含む）、補助金等 》

【単位：億円】
勘定科目等 24年度 23年度 増減 勘定科目等 24年度 23年度 増減

資産の部 2,384 2,369 15 負債の部 1,191 1,190 1
【固定資産】 2,105 2,109 ▲4 　借入金 384 422 ▲38
　土地 710 709 1 　未払金 130 101 29
　建物等 882 866 16 　リース債務 33 52 ▲19
　工具器具備品等 212 238 ▲26 　寄附金債務 100 96 4
　図書等 231 232 ▲1 　資産見返負債 474 438 36
　無形固定資産 6 6 0 　その他負債 70 79 ▲9
　投資その他の資産 62 56 6

純資産の部 1,192 1,179 13
【流動資産】 278 260 18 　資本金 725 726 ▲1
　現金及び預金 186 170 16 　資本剰余金 385 390 ▲5
　有価証券等 7 10 ▲3 　利益剰余金 80 63 17
　その他流動資産 85 79 6 　その他純資産 0 0 0

資産合計 2,384 2,369 15 負債・純資産合計 2,384 2,369 15

貸借対照表［平成２５年３月３１日］
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  損益計算書の概要                      

 

◆損益計算書（詳細は 2８ページ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  経常費用総額：897 億円（対前年度４億円の減） 

  〔主な要因〕 

   ・補助金の受入額増による教育研究等経費の増：６億円 

   ・受託研究等の受入額減による受託研究等経費の減：▲9 億円 

  経常収益総額：916 億円（対前年度 4 億円の増） 

  〔主な要因〕 

   ・運営費交付金の交付額減少及び固定資産取得による減：▲28 億円 

   ・附属病院収入の増：26 億円 

   ・受託研究等の受入減による受託研究等収益の減：▲９億円 

   ・補助金収益の受入増による増：11 億円 

  当期総利益（対前年度 9 億円の増） 

   ・積立金：18.37 億円 

   ・目的積立金：1.15 億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常費用・経常収益の構成内訳（平成２４事業年度）経常費用・経常収益の構成内訳（平成２４事業年度）

【単位：億円】
勘定科目等 24年度 23年度 増減 勘定科目等 24年度 23年度 増減

経常費用 897 901 ▲4 経常収益 916 912 4
　教育・研究等経費 165 159 6 　運営費交付金収益 292 320 ▲28
　診療経費 199 199 0 　学生納付金収益 83 85 ▲2
　受託研究等経費 70 79 ▲9 　附属病院収益 325 299 26
　人件費 427 428 ▲1 　受託研究等収益 70 79 ▲9
　一般管理費 24 25 ▲1 　資産見返負債戻入 49 44 5
　その他財務費用等 8 9 ▲1 　その他 94 83 11

臨時損失 1 2 ▲1 臨時利益 1 1 0

当期総利益 19 10 9 目的積立金取崩額 － － －

合計 918 913 5 合計 918 913 5

損益計算書［平成２４年４月1日～平成２５年３月３１日］
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  利益の処分または損失の処理に関する書類の概要        

  

◆利益の処分または損失の処理に関する書類 

 

 損益計算書により算定された、当期未処分利益または当期未処理損失の処分（処理）の内

容を明らかにしたものです。 

 国立大学法人は営利を目的としておらず、運営費交付金を受けて事業を実施する法人であ

り、予定どおりに業務が遂行されれば、損益がゼロになる損益均衡の原則が制度設計となっ

ています。  

 しかし、効率的な業務運営による経費節減、または附属病院収入等の自己収入の増加など、

経営努力により利益が生ずることは十分想定されます。この場合、翌年度以降の業務運営の

財源に充当することができますが、このうち現金の裏付けのある部分を「目的積立金」とし

て、現金の裏付けのない部分を「積立金」として繰り越すことができます。  

 国立大学法人では、特殊な事情により現金の残っていない利益である積立金が多額に発生

しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利益の処分に関するフロー及び取扱利益の処分に関するフロー及び取扱

当期総利益

繰越欠損金

あり

繰越欠損金

なし

欠損金の補填

欠損金＞利益
欠損金＜利益

欠損金の減少

欠損金の解消

当期未処分利益

積 立 金

目的積立金

文部科学
大臣承認

現金を伴った利益相当分

利益の取扱

現金を伴わない利益相当分
《減価償却費等による構造上の利益》

当期未処分利益

19.52億円

現金の裏付けのない

利益（積立金）

18.37億円

経営努力によって生じた

利益（目的積立金）

1.15億円

中期計画において定めた

使途に従い使用できます

翌事業年度以降、損失の

補填に使用できます

数字は平成24年度決額
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◆利益の処分に関する書類 

 国立大学法人においては、運営費交付金などを中期目標期間終了時に精算することから、

最終年度に損益計算上の利益が生じた場合であっても目的積立金への処分は行わないほか、

最終年度以前に積み立てた目的積立金や前中期目標期間繰越積立金が使用されずに残ってい

た場合は、利益処分時において積立金に振り替えることが要請されています。 

 また、積立金のうち文部科学大臣の承認を受けた金額について次の中期目標の期間に繰り

越すことができること、承認を受けなかった金額については国庫に納付しなければならない

ことが定められています。 

 第１期中期目標期間の最終年度であった平成２１年度において、目的積立金（現金の裏付

けあり）及び積立金（現金の裏付けなし）を含む 7,263 百万円を翌期へ繰り越し、このう

ち、2,503 百万円を平成 22 年７月に国庫納付しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 2 期中期目標期間の 3 年目である平成 24 年度は、第１期から繰越した積立金のうち、

目的積立金相当として、附属病院のメディカル ICU 改修整備に平成 22 年度 378 百万円を、

平成 23 年度は 585 百万円を、平成 24 年度は 252 百万円を使用しました。また、平成

24 年度当期未処分利益 1,952 百万円のうち、1,837 百万円は附属病院における借入金財

源で取得した固定資産の減価償却費と借入金元金償還額との差額等（現金の裏付けのない構

造上の利益）であり、経営努力により生じた利益として現金の裏付けを伴う目的積立金の文

部科学大臣への申請額は約 115 百万円となっています。 

（単位：百万円）

積立金
7,263 3,544

目的積立金相当
1,215

承継剰余金　80

4,759

目的積立金相当
837

H22執行額
▲378

承継剰余金　80

4,381 1,455

目的積立金相当
252

H23執行額
▲585

承継剰余金　80

3,796 1,065

目的積立金相当
　　0

H24執行額
▲252

承継剰余金　80

3,796 1,952
※　文部科学大臣による承認

　がされた場合に限ります

平成24事業年度
第1期中期目標期間繰越分 第2期中期目標期間積立金

前中期目標期
間繰越積立金

利益剰余金
積立金
1,837

積立金相当
3,464

目的積立金 ※
115

平成23事業年度
第1期中期目標期間繰越分 第2期中期目標期間積立金

前中期目標期
間繰越積立金

利益剰余金
積立金
855

積立金相当
3,464

目的積立金
210

第1期中期目標期間繰越分 第2期中期目標期間積立金

前中期目標期
間繰越積立金

利益剰余金
積立金
1,452

積立金相当
3,464

目的積立金
3

平成22事業年度

平成21事業年度
第1期中期目標期間繰越分

利益剰余金

運営費交付金等未
使用額

国庫納付額
2,503

目的積立金
1,215

前中期目標期
間繰越積立金

積立金相当
3,464

中期目標期間最終年度の

精算処理

前期中期目標期間として

繰越処理

利益処分（案）
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  キャッシュ・フロー計算書の概要               

 

◆キャッシュ・フロー計算書（詳細は 2９ページ） 

 キャッシュ・フロー計算書とは、一会計期間（４月１日～３月３１日）の資金の流れを活

動別に表示したものです。 

 損益計算書は発生主義に基づいているため、費用と収益との関係で利益が出ていたとして

も、まだ入金されていない未収入金等により、現金の収入額から支出額を差し引いた資金収

支と乖離が生じることとなり、資金的な過不足を表すことができません。このため、大学法

人の運営が資金的にどのような状況にあるかを示すため必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【単位：億円】

活動区分 24年度 23年度 増減
Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー 133 165 ▲32
　原材料、商品又はサービスの購入による支出 ▲302 ▲300 ▲2
　人件費支出 ▲444 ▲427 ▲17
　その他業務支出 ▲22 ▲21 ▲1
　運営費交付金収入 313 337 ▲24
　授業料等収入 91 92 ▲1
　附属病院収入 320 298 22
　受託研究等収入 74 81 ▲7
　寄附金収入 27 29 ▲2
　その他業務収入等 76 76 0

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 14 ▲84 98
　定期預金による収入・支出 65 17 48
　有価証券の取得・償還 ▲3 29 ▲32
　固定資産の取得等 ▲92 ▲155 63
　施設費による収入 43 24 19
　利息及び配当金の受取額 1 1 0

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー ▲67 ▲65 ▲2
　国立大学財務・経営センター債務負担金の返済支出 ▲38 ▲38 －
　長期借入れによる収入 － 3 ▲3
　リース債務の返済支出 ▲20 ▲21 1
　利息の支払額 ▲8 ▲9 1

Ⅳ　資金増加額・減少額 80 16 64

Ⅴ　資金期首残高 105 90 15

Ⅵ　資金期末残高 186 105 81

キャッシュ・フロー計算書
［平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日］
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 キャッシュ・フロー計算書では、それぞれの活動ごとに８パターンの判定が行われ、本学

は②のパターンとなっています。 

 

活動区分

業務活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

通常の業務の実施に係る資金の状態を表示
・教育・研究の実施による収入
・運営費交付金、国等から交付される補助金
・原材料、商品、サービスの購入による支出
・投資・財務活動以外の取引
・国庫納付に係るキャッシュ・フロー

将来に向けた運営基盤を確立するために行われる投資活動に係る資金の状態を
表示
・固定資産の取得・売却、投資資産の取得、売却
・施設費
・受取利息

業務活動及び投資活動を維持するための財務活動に係る資金の状態を表示
・資金の調達及び返済
・支払利息

記載内容

キャッシュ・フロー計算書の活動区分キャッシュ・フロー計算書の活動区分

キャッシュ・フロー計算書のパターンと判定キャッシュ・フロー計算書のパターンと判定

業務 投資 財務 民間企業の場合の判定

① ＋ ＋ ＋
△　不必要な資金調達を行っており、資金に無駄
      がある状況

② ＋ ＋ －
○　設備投資を抑制する一方、獲得した資金によ
　　り、借入金を返済して財務体質の改善を実施
　　している状況

③ ＋ － ＋
○　資金獲得の一層の拡大を狙い、積極的な設備
　　投資を行っている状況

④ ＋ － －
◎　獲得する資金を、設備投資や借入金返済に充
　　当している状況

⑤ － ＋ ＋
△　資金不足を資産売却や借入で補填している危
　　険な状況

⑥ － ＋ －
△　資金不足に加え、借入の返済を迫られ、資産
　　売却で補填している危険な状況

⑦ － － ＋
×　資金不足に加え、借入による設備投資を行っ
　　ている危険な状況

⑧ － － － ×　資金不足で倒産状態

備　考

　国立大学法人の場合は、施設費
の入金と施設整備による支出のタ
イミング次第ではあり得る

　国立大学法人で通常想定される
パターン

　国立大学の場合、附属病院など
で赤字を出した場合には、このよ
うなケースもあり得る

　銀行への返済を迫られて資産売
却による資金捻出を行っている場
合は　△
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  国立大学法人等業務実施コスト計算書の概要          

 

◆国立大学法人等業務実施コスト計算書（詳細は３０ページ） 

 国立大学法人の業務運営に関して国民が負担するコスト（業務実施コスト）を集約し、納

税者である国民の国立大学法人に対する評価・判断に資するための書類となります。納税者

である国民に向けたものであるため、企業会計ではこれに相当する計算書は存在しません。 

 国からの交付金のほか、出資財産等を他の用途に使用していたときに得られるはずの利益

（機会費用）は、納税者より負担されているとみなして計上します。  

 国立大学法人特有の処理である損益外減価償却や退職給付引当金の未計上により、その減

価償却費や退職給付増加見積額（引当金）は損益計算書に計上されないため、国民の負担と

なるコストが網羅されていません。 

 また、教育経費であれば、その経費の一部は学生の授業料で賄われており、必ずしも全額

が国民負担となりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 業務実施コスト計算書：400 億円（対前年度 36 億円の減） 

 ・本学の総学生１人当たり：2,519 千円(H24 事業報告書 14 頁・総学生数) 

 ・国民１人当たり：314 円 

  〔総人口 127,492 千人・総務省統計局 H25.5.20 発表(H25.5.1 概算値)〕 

 

活動区分 24年度 23年度 増減
Ⅰ　業務費用 362 383 ▲21
（１）損益計算書上の費用 898 902 ▲4
　　業務費 864 866 ▲2
　　一般管理費 24 25 ▲1
　　財務費用等 10 11 ▲1
（２）《控除》自己収入等 ▲535 ▲519 ▲16
　　授業料等収益 ▲83 ▲86 3
　　附属病院収益 ▲325 ▲299 ▲26
　　受託研究等収益 ▲70 ▲79 9
　　寄附金収益 ▲24 ▲25 1
　　その他業務収益等 ▲32 ▲30 ▲2

Ⅱ　損益外減価償却等相当額 41 42 ▲1
　　損益外減価償却相当額 41 42 ▲1

Ⅲ　損益外減損損失相当額 0 1 ▲1

Ⅳ　損益外利息費用相当額 0 0 0

Ⅴ　損益外除売却差額相当額 0 0 0

Ⅵ　引当外賞与増加見積額 ▲2 ▲1 ▲1

Ⅶ　引当外退職給付増加見積額 ▲9 0 ▲9

Ⅷ　機会費用 6 11 ▲5
　　国又は地方公共団体の無償又は減額された
　　使用料による賃借取引の機会費用
　　政府出資の機会費用 5 10 ▲5

Ⅸ　国立大学法人等業務実施コスト 400 436 ▲36

国立大学法人等業務実施コスト計算書

0 1 ▲1

　　　　　　　　　　　［平成２４年4月1日～平成２５年３月３１日］　　　　　【単位：億円】
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 業務実施コストは損益計算書のコストから、下記の部分を加減算し、国民に帰せられるコ

ストを表します。  

 ①自己収入で賄った部分を控除（授業料・附属病院収入等）  

 ②損益外処理を行ったコスト（減価償却費及び退職給付）加算  

 ③機会費用の加算（出資財産・無利子借入金など）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務費用

教育経費

研究経費

診療経費

教育研究支援経費 授業料等収益

受託研究等経費 附属病院収益

受託事業等経費 － 受託研究等収益

人件費 寄附金収益

一般管理費 その他の自己収入

損益外減価償却相当額 …Ⅱ

損益外減損損失相当額 …Ⅲ

損益外利息費用相当額 …Ⅳ

損益外除売却差額相当額 …Ⅴ ②

引当外賞与増加見積額 …Ⅵ

引当外退職給付増加見積額 …Ⅶ

機会費用 …Ⅷ

①

(控除)

業

務

実

施

コ

ス

ト

（

国

民

が

負

担

し

て

い

る

額

）

…Ⅰ(1)

…Ⅰ(2)

損
益
計
算
書
上
　
の
コ
ス
ト

　
以
外
の
コ
ス
ト

　
の
自
己
収
入

＋ (加算)

(P/L)

(P/L)

(P/L)

業務実施コスト計算書のイメージ図業務実施コスト計算書のイメージ図

損益計算書と業務実施コスト計算書の相違損益計算書と業務実施コスト計算書の相違

開
示
目
的

使
用
目
的

損益計算書 業務実施コスト計算書

法人の業務運営に係るフルコストデータを開示
独立採算を前提とした場合の採算状況を開示

国立大学法人評価委員会の評価に際して、財
務面における法人の業務運営の評価のための
データとして利用

法人の費用収益の状態（運営状況）を開示

法人運営に係る国民負担額を開示するため、国
民負担に見合う成果をあげているかどうか、国
民が判断するために利用
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  決算報告書の概要                      

 

◆決算報告書 

 決算報告書とは、国立大学法人における発生主義ベースによる財務諸表とは別に、国の会

計認識基準である現金主義ベースにより、国立大学法人の年度計画における予算と決算を対

比し、国立大学法人の運営状況を報告するものです。企業会計ではこれに相当する計算書は

存在しません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注 1  翌事業年度への繰越及び運営費交付金(補正予算)による増 

 注 2  施設整備費補助金(補正予算)の追加措置及び繰越による減 

 注 3  国等からの補助金の獲得に努めたことによる増 

 注 4  学生在籍者見込数等の減などによる減 

 注 5  外来患者、手術件数、病床稼働率の増及び平均在院日数の短縮に伴う診療単価の増によ  

    る増 

 注 6  駐車場収入の自己収入化及び版権又は特許権収入の増による増 

 注 7  受託研究及び寄附金の受入の増による増 

 注 8  退職者の増による増 

 注 9 前年度繰越額の変更による減 

 注 10 経費節減のほか補助金の獲得に努めたことによる減 

 注 11 附属病院収入の増による増 

 注 12 施設整備費補助金の繰越等による減 

 注 13 国等からの補助金の獲得に努めたことによる増 

 注 14 翌年度への繰越額の増による減 

 注 15 借入金利率の見直しなどによる減 

 

 

 

区分 予算額 決算額 差額
(決算-予算)

備考

収入 930 997 66
　運営費交付金 339 339 0 注1
　施設整備費補助金 45 42 ▲3 注2
　補助金等収入 24 62 37 注3
　国立大学財務・経営センター施設費交付金 0 0 0
　自己収入 395 420 25
　　授業料、入学金及び検定料収入 90 90 0 注4
　　附属病院収入 298 320 21 注5
　　雑収入 6 10 3 注6
　産学連携等研究収入及び寄附金収入等 119 127 7 注7
　引当金取崩 1 1 0 注8
　目的積立金取崩 3 2 0 注9
支出 930 955 24
　業務費 693 690 ▲3
　　教育研究経費 401 378 ▲23 注10
　　診療経費 292 312 20 注11
　施設整備費 46 42 ▲3 注12
　補助金等 24 62 37 注13
　産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 119 113 ▲5 注14
　長期借入金償還金 46 46 0 注15
収入－支出 － 41 41

［平成２４年4月1日～平成２５年３月３１日］
【単位：億円】

決　算　報　告　書
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  平成 24 事業年度財務諸表                  

 

◆貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２３年度
平成24年3月31日現在

平成２４年度
平成25年3月31日現在

対前年度増減額 平成２３年度
平成24年3月31日現在

平成２４年度
平成25年3月31日現在

対前年度増減額

 資産の部 236,978,515 238,452,836 1,474,321 負債の部 119,005,131 119,167,857 162,726

有形固定資産 204,741,261 203,687,398 ▲1,053,863

土　地 70,913,861 71,060,505 146,644

建物 80,655,295 80,635,016 ▲20,279

構築物 4,819,484 4,844,548 25,064

機械装置 130,027 99,549 ▲30,478

工具器具備品 23,752,969 21,181,573 ▲2,571,396

図書 21,833,753 21,719,079 ▲114,674

建設仮勘定 1,204,909 2,703,435 1,498,526

その他 1,430,960 1,443,689 12,729

特許権等 139,915 186,378 46,463

（特許関係仮登録）

5,590,739 6,266,899 676,160
未払金 9,936,574 12,733,619 2,797,045

5,589,025 6,265,417 676,392
寄附金債務 4,066,663 3,795,391 ▲271,272

1,713 1,482 ▲231

純資産の部 117,973,383 119,284,978 1,311,595

利益剰余金 6,318,536 8,019,056 1,700,520

その他 7,937,039 8,519,492 582,453 前中期目標期間繰越積立金 3,796,826 3,544,686 ▲252,140

109,864 108,537 ▲1,327 目的積立金 2,980 213,869 210,889

5,158,471 5,548,400 389,929 1,452,900 2,307,841 854,941

2,130,938 2,455,722 324,784 1,065,828 1,952,659 886,831

537,764 406,832 ▲130,932 5,740 83,100 77,360

　未収学生納付金収入

　未収附属病院収入 積立金

　未収入金 当期未処分利益

　その他（貯蔵品等） その他有価証券評価差額金

0

資本剰余金 39,056,334 38,590,049 ▲466,285

有価証券 1,000,010 700,000 ▲300,010

現金及び預金 17,068,717 18,660,836 1,592,119 資本金 72,592,772 72,592,772

　その他 その他(運営費交付金債務等) 9,206,872 7,633,952 ▲1,572,920

流動資産 26,005,767 27,880,328 1,874,561

117,266

投資その他の資産

　投資有価証券

一年以内返済予定長期借入金 1,667,244

▲1,328,098

流動負債 27,034,531 28,059,168 1,024,637

▲45,482
一年以内返済予定国立大学
財務・経営ｾﾝﾀｰ債務負担金

2,157,177 2,111,695

無形固定資産 640,747 618,209 ▲22,538 その他(長期ﾘｰｽ債務等) 3,318,371

314,037 ▲28,078

1,990,273

ソフトウェア 158,716 117,794 ▲40,922

その他 342,115

1,784,510

資産見返負債 43,791,871 47,466,924 3,675,053

長期資産除去債務 825,880 836,828 10,948

長期寄附金債務 5,589,025 6,265,417 676,392

長期借入金 20,820,440

国立大学財務・経営ｾﾝﾀｰ
債務負担金

17,625,010 15,513,315 ▲2,111,695

19,035,930 ▲1,784,510

　　　　貸 借 対 照 表 　《対前年度比較》
（単位：千円）

固定資産 210,972,748 210,572,507 ▲400,241 固定負債 91,970,599 91,108,689 ▲861,910
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◆損益計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　　損 益 計 算 書  　《対前年度比較》

平成２３年度
自 平成23年4月 1日

至 平成24年3月31日

平成２４年度
自 平成24年4月 1日

至 平成25年3月31日

対前年度増減額
平成２３年度

自 平成23年4月 1日

至 平成24年3月31日

平成２４年度
自 平成24年4月 1日

至 平成25年3月31日

対前年度増減額

 経常費用 90,114,144 89,708,408 ▲405,736 経常収益 91,231,830 91,695,462 463,632

3,295,536 3,555,216 259,680

10,306,292 10,358,480 52,188

19,935,399 19,976,964 41,565

2,389,135 2,675,841 286,706

7,914,754 7,073,340 ▲841,414

42,805,545 42,797,311 ▲8,234

 臨時損失 201,330 162,991 ▲38,339

129,251 104,656 ▲24,595
 当期総利益 1,065,828 1,952,659 886,831 臨時利益

当期純利益 1,045,607

104,656 ▲24,595
前中期目標期間積立金取崩額 20,221 23,940 3,719

目的積立金取崩額 0 0 0

1,928,719 883,112

5,092,369

臨時利益 129,251

76,223

1,879,933

1,160,941
▲65,673

その他 3,931,428

25,225

資産見返負債戻入 4,446,486 524,580

固定資産除却損 59,433 86,767 27,334
研究関連収入
（補助金等間接経費）

1,905,158

4,971,066

その他（建物等撤去費など） 141,896

財務費用 935,954 824,824 ▲111,130

寄附金収益 2,490,051 2,436,524 ▲53,527
雑　損 11,455 14,223 2,768

一般管理費 2,520,069 2,432,205 ▲87,864
受託研究等収益 7,919,692

▲208,221

7,073,569 ▲846,123

診療経費

教育研究支援経費

受託研究費等

附属病院収益 29,948,500 32,529,676 2,581,176人件費

研究経費

授業料・入学料等収益 8,596,163 8,387,942

（単位：千円）

業務費 86,646,664 86,437,154 ▲209,510
運営費交付金収益 32,019,574 29,299,155 ▲2,720,419

教育経費
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◆キャッシュ・フロー計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２３年度
自 平成23年4月 1日

至 平成24年3月31日

平成２４年度
自 平成24年4月 1日

至 平成25年3月31日

対前年度増減額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー 16,555,050 13,361,594 ▲3,193,456

▲30,026,680 ▲30,197,496 ▲170,816

▲42,680,821 ▲44,356,196 ▲1,675,375

▲2,053,768 ▲2,203,572 ▲149,804

33,678,079 31,344,258 ▲2,333,821

9,185,825 9,058,611 ▲127,214

29,788,975 32,014,425 2,225,450

8,155,182 7,364,268 ▲790,914

5,266,619 4,557,257 ▲709,362

2,870,720 2,698,280 ▲172,440

2,370,919 3,081,758 710,839

－ － 0

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー ▲8,466,802 1,430,141 9,896,943

1,700,000 6,500,000 4,800,000

2,899,229 ▲301,610 ▲3,200,839

▲15,519,437 ▲9,170,384 6,349,053

2,342,257 4,289,622 1,947,365

111,148 112,513 1,365

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー ▲6,500,610 ▲6,701,221 ▲200,611

▲3,826,965 ▲3,824,421 2,544

349,272 － ▲349,272

▲2,076,021 ▲2,034,479 41,542

▲946,895 ▲842,319 104,576

Ⅳ　資金に係る換算差額 ▲35 1,604 1,639

Ⅴ　資金増加（又は減少）額 1,587,601 8,092,118 6,504,517

Ⅵ　資金期首残高 8,981,115 10,568,717 1,587,602

Ⅶ　資金期末残高 10,568,717 18,660,836 8,092,119

国立大学財務・経営ｾﾝﾀｰ債務負担金の返済支出

受託研究等収入

補助金等収入

寄附金収入

その他業務収入等

国庫納付金の支払額

定期預金による支出・収入

キャッシュ・フロー計算書　《対前年度比較》

有価証券の取得・償還

固定資産の取得等

施設費による収入

利息の受取額

原材料、商品又はサービスの購入による支出

人件費支出

その他業務支出

運営費交付金収入

授業料等収入

附属病院収入

長期借入れによる収入

リース債務の返済支出

利息の支払額
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◆国立大学法人等業務実施コスト計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２３年度
自 平成23年4月 1日
至 平成24年3月31日

平成２４年度
自 平成24年4月 1日
至 平成25年3月31日

対前年度増減額

Ⅰ　業務費用 38,350,974 36,288,083 ▲2,062,891

(1)　損益計算書上の費用 90,247,159 89,871,399 ▲375,760

　 業務費 86,646,664 86,437,154 ▲209,510

一般管理費 2,520,069 2,432,205 ▲87,864

財務費用等 1,080,425 1,002,039 ▲78,386

(2)《控除》自己収入等 ▲51,896,185 ▲53,583,316 ▲1,687,131

授業料等収益 ▲8,596,163 ▲8,387,942 208,221

附属病院収益 ▲29,948,500 ▲32,529,676 ▲2,581,176

受託研究等収益 ▲7,919,692 ▲7,073,569 846,123

寄附金収益 ▲2,490,051 ▲2,436,524 53,527

その他業務収益等 ▲2,941,777 ▲3,155,603 ▲213,826

Ⅱ　損益外減価償却等相当額 4,275,920 4,130,642 ▲145,278

Ⅲ　損益外減損損失相当額 57,098 76,599 19,501

Ⅳ　損益外利息費用累計額 9,888 9,726 ▲162

Ⅴ　損益外除売却差額相当額 0 952 952

Ⅵ　引当外賞与増加見積額 ▲99,957 ▲207,775 ▲107,818

Ⅶ　引当外退職給付増加見積額 ▲29,413 ▲906,285 ▲876,872

Ⅷ　機会費用 1,110,050 642,976 ▲467,074

55,923 48,332 ▲7,591

1,054,127 594,644 ▲459,483

0 0 0

Ⅸ　国立大学法人等業務実施コスト 43,674,561 40,034,920 ▲3,639,641

国立大学法人等業務実施コスト計算書　《対前年度比較》

・国又は地方公共団体の無償又は減額された
　使用料による貸借取引の機会費用

・政府出資の機会費用

・無利子又は通常よりも有利な条件による融
　資取引の機会費用
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  財務状況ハイライト                       
 

◆人件費の増減要因について 

 平成２４年度における人件費について、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法
律の成立に伴い、本学においても平成 24 年 7 月より給与の削減を行いました。これは我が
国の厳しい財政状況及び東日本大震災に対処する必要性に鑑み、一層の歳出削減が不可欠で
あることによるものです。しかしながら、前事業年度と比較するとほぼ同額の費用が計上さ
れています。また、人件費率（人件費／業務費）については、業務費の下降率が大きかった
ことにより増加しています。 
 これらのことについて以下の要因が考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《主な増減要因》 
 給与の臨時特例・・・・・・▲920 百万円 
  ・国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律に準じ、承継教職員給与の減 
 病院調整手当の創設・・・・▲391 百万円 
  ・手術業務手当、看護部長補佐手当、病院勤務職員特別調整手当の支給による増 
 法定福利費掛率の上昇・・・▲▲87 百万円 
 その他・・・・・・・・・・▲433 百万円 
  ・役員(定員)承継・・・・・退職給付費用の増(48 百万円) 
  ・教員(定員)承継・・・・・退職給付費用の減(▲147 百万円) 
               人員の減及び人員構成における若年層の比率の増(▲282 百万円) 
  ・教員(定員)承継以外・・・政府補助金の新規採択による増(303 百万円)、医師の増(223 百万円) 
             寄附講座(教員)の増(60百万円)、短期雇用(出向受入社員)の増(52百万円) 
  ・教員(非常勤)・・・・・・政府補助金の新規採択による増(34 百万円)、医員の増(18 百万円) 
  ・職員(定員)承継・・・・・退職給付費用の減(▲121 百万円) 
             人員の減及び人員構成における若年層の比率の増(▲94 百万円) 
  ・職員(定員)承継以外・・・看護師及び技師の増(79 百万円) 
  ・職員(非常勤)・・・・・・政府補助金の新規採択による事務員の増(92 百万円) 
             技師の増(48 百万円)、育休代替制度の導入による事務員の増(54 百万円) 
                        就職支援及び障害学生支援強化による増(11 百万円) 
                        寄附講座(事務員)の増(39 百万円)、アルバイト職員の減少(▲13 百万円) 

 

 

  Ⅳ．平成２４事業年度の財務状況ハイライト 

人件費の増減内容 
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◆附属病院の経営状況について 

 附属病院においては、診療に係る経費や病棟整備等に係る債務（借入金）の返済を自己収

入により賄うこととなっており、経営努力が求められています。 

 附属病院の会計は、一部国立大学法人特有の会計処理を含むものの、企業会計に近い概念

となります。病院セグメントにおける当期総利益は 1,732 百万円と大幅な黒字に見えます

が、病院セグメントの損益計算書の中には、病棟整備等に係る当期の減価償却費と借入金返

済の差額等が構造上の利益として含まれており、実際に使用可能な予算（現金）との間でず

れが出ている状況です。 

 そこで、病院経営の実態を理解していただくために現金ベースでの調整を行うと△1 百万

円の損失となり、附属病院の厳しい財政状況が現れてきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）
経常費用 金額 経常収益 金額

教育研究等経費 722 運営費交付金収益 3,205
診療経費 19,977 学生納付金収益 0
受託研究等経費 519 附属病院収益 32,529
人件費 13,337 受託研究等収益 524
一般管理費 267 資産見返負債戻入 301
その他財務費用等 817 その他 801

経常費用合計 35,639 経常収益合計 37,360

臨時損失 14 臨時利益 1

当期総利益 1,732 前中期繰越積立金取崩額 24

合計 37,385 合計 37,385

損益計算書 [平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日]

金 額

Ⅰ　業務活動による収支の状況(A) 7,013

人件費支出 △ 13,108

その他の業務活動による支出 △ 17,429

運営費交付金収入 3,813

附属病院収入 32,529

補助金等収入 804

その他の業務活動による収入 403

Ⅱ　投資活動による収支の状況(B) △ 1,232

診療機器等の取得による支出 △ 1,200

病棟等の取得による支出 △ 333

無形固定資産の取得による支出 －

有形固定資産及び無形固定資産売却による収入 301

Ⅲ　財務活動による収支の状況( C) △ 5,157

借入れによる収入 －

借入金の返済による支出 △ 1,667

国立大学財務・経営センター債務負担金の返済による支出 △ 2,157

借入利息等の支払額 △ 801

リース債務の返済による支出 △ 521

利息の支払額 △ 9

Ⅳ　収支合計（D=A+B+C） 623

※寄附金、受託研究及び受託事業等の外部資金を除く

現金ベースによる調整

Ⅴ　現金ベースにより作成した場合と比較して多額に計上されている収支差額(E) △ 624

現金化されなかった未収附属病院収入等の期首と期末の残高差額 △ 531

賞与及び退職手当の引当金繰入額として翌期以降に使途が特定されている資金等 △ 75

財政融資資金に係る未払利息の期首期末の差額 △ 16

Ⅵ　収支合計(F=D+E) △ 1

事業報告書「附属病院セグメントにおける収支の状況」(文部科学省基準）　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
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◆附属病院の機器資産に係る償却状況について 

 附属病院における機器資産は、平成２４年度末時点で取得額 25,281 百万円のうち
75.4%にあたる 19,054 百万円が減価償却済みで、残存するのは 24.6%しかないため早急
な設備更新が必要です。 
 附属病院においては、これまで借入金による施設・設備の整備を行ってきています。返済
に当たっては、附属病院収入を借入金の返済に優先して充て、残った資金で投資活動を実施
していますが、投資活動においては資金的な赤字を生じないよう運営しているため、十分な
整備が出来ていない状況にあります。 
 大学病院の重要なミッションである『切れ目のない医療の高度化の達成』、『メディカル・
イノベーションを担う次代の人材育成』等を実現していくためには、先端的な医療機器の導
入や基盤的設備の計画的整備が必要であり、今後、必要な財源をいかにして獲得していくか
が大きな課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆附属病院の借入資金調達について 
 附属病院における平成２４年度の借入金期末残高は 38,445 百万円、返済額は 4,643 百
万円となっています。今後は、徐々に返済額が減少し、平成２９年度には返済額が大きく減
少する予定となっています。一方で、附属病院における手術件数は、手術技術の進歩等によ
り手術適応患者が増加し、待機期間が許容の限界に来ているため、手術部門の拡充が必須と
なっています。そこで、返済額が大きく減少するタイミングで、新たな借入による施設整備
等を計画し、更なる附属病院収入の増加につなげていきたいと考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21,436
22,773 24,011 24,776 25,281

8,611
6,959

5,465
6,967 6,226

59.83%

69.44%
77.24%

71.88% 75.37%

50.00%

60.00%

70.00%

80.00%

90.00%

100.00%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H20 H21 H22 H23 H24

百
万

機器資産の取得額に対する減価償却率

取得額 期末残高 減価償却率

5,842 785 233 349 0 0 0 0 0 0

46,211
48,592 45,515 41,921 38,445 34,549 30,489 26,414 22,935 19,853

4,970

4,559

4,876
4,742

4,643 4,624
4,698

4,623

3,940

3,4653,400

3,600

3,800

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

百
万

百
万

財務・経営ｾﾝﾀｰ債務負担金及び長期借入金の期末残高、借入金返済額について

新規借入残高 既往借入残高 借入金返済額

24,269 25,418
28,357 29,789

32,014 32,517 32,387 32,428 32,395 32,417
20.48%

17.94%
17.19%

15.92%

14.50% 14.22%
14.51% 14.25%

12.16% 10.69%
10.00%

12.00%

14.00%

16.00%

18.00%

20.00%

22.00%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

百
万

附属病院収入と借入金自己償還比率について

附属病院収入 借入金自己償還比率



- 34 - 
 

  財務情報（平成２０年度から 5 年間の推移）             

 

◆資産の推移 

  資産は、土地・建物・機械器具・図書等の有形固定資産、特許権・ソフトウェア等 

 の無形固定資産、投資有価証券等の投資その他の資産及び現預金・未収入金、有価証 

 券等の流動資産で構成されています。 

 

  有形固定資産は資産総額の約８６％を占めており、このうち法人化の際に国から承 

 継した資産が４９％、法人化後に取得した資産が５１％となっています。 

 

  固定資産のうち建物及び機械器具などの設備は、５年間で５３６億円を投じて整備 

 している一方、減価償却負担（資産価値の減少）も５年間で４４０億円発生していま 

 す。流動資産はほぼ一定の水準を保っており、固定資産とともに充実した教育研究診 

 療活動を支える財産となっています。 

 

 

 

 

 

  Ⅴ．財務情報（直近 5 年間の推移） 

資産区分 24年度（構成比）

流動資産 ・現預金 ・有価証券（１年以内）

（12%） ・未収学生納付金 ・未収附属病院収入

・たな卸資産 ・医薬品及び診療材料

その他 ・特許権、商標権 ・有価証券（１年以上）

（3%） ・ソフトウェア

図書等 ・書籍、CD-ROM ・美術品、収蔵品

（10%） ・雑誌（製本済みのもの）

設備 ・工具器具備品 ・機械装置
（9%） ・医療用機器 ・船舶、車両運搬具

建物
（37%）

土地
（30%）

資産の内容

・東山キャンパス、鶴舞キャンパス、大幸キャンパス、
その他地方に所在する校舎、図書館、研究所、病院、宿
舎、学生寮、附属施設など（建設中を含む）

・東山キャンパス、鶴舞キャンパス、大幸キャンパス、
その他地方に所在する附属施設など

固定資産

流動資産
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◆負債・純資産の推移 

  負債のうち、借入金は病院の建物や設備取得のために借り入れたもので、償還計画 

 どおり順調に返済されています。また、４月支払に伴う期末での未払金、教育・研究 

 用資産の取得に伴う資産見返負債、スーパーコンピュータ等のリース資産に伴うリー 

  ス債務などから構成されています。 

 

  資本剰余金は資産等の拠出者（国）から、当該資産を国立大学法人の財産的基礎と 

 する目的で、施設整備費補助金（施設費）財源及び目的積立金等を財源として固定資 

  産を取得した場合に増加します。平成２４年度末現在で３８５億円となり、様々な事 

  業を展開しています。 

 

  利益剰余金は経費節減等の経営努力により文部科学大臣より認定が行われ、中期目 

 標に定める使途のもとで使用可能な目的積立金及び前中期目標期間繰越積立金と、今 

 後発生する減価償却費等に対応するための現金を伴わない構造上の利益である積立金、 

 並びに当期発生した未処分利益から構成されています。 

 

 

 

 

24年度（構成比）

借入金 ・国立大学法人財務・経営センタ－債務負担金及び長期借入金

（16%） 《附属病院の借入金残高：法人化前の債務負担金を含む》

資産見返負債 ・運営費交付金等で購入した教育・研究用資産の残存価格相当額

（20%） 《発生する減価償却費と同額の資産見返負債を取崩して損益を均衡》

未払金 ・期末竣工の工事費などの４月支払物件費及び人件費等

（7%） ・リース資産による長期リース債務及び年間支払に伴う未払費用など

寄附金債務 ・繰越して使用する予定の寄附金

（4%） ・国債・地方債等による資金運用（流動負債からの振替処理あり）

その他負債 ・繰越して使用する交付金、受託研究費、受託事業費、補助金等

（3%） ・預り科学研究費補助金等、退職給付引当金、賞与引当金等

利益剰余金 ・前中期目標期間繰越積立金 ・積立金
（3%） ・当期総利益（未処分利益）

資本剰余金 ・国から拠出された施設費財源の建物、設備等整備費

（16%） ・前中期目標期間繰越積立金財源の建物、設備等整備費

資本 ・法人移行時に政府から出資された土地、建物等

（30%） 《国立大学法人に対する出資を財源とする払込資本、国からの出資金》

負債・純資産の内容
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◆経常費用の推移 

  経常費用は大学の運営に要する経費を目的別に区分しており、教育・研究の水準の 

 向上や推進、診療・管理運営に係る業務コストを読み取ることができます。 

 

  教育関連経費（教育経費・教育研究支援経費）は学生に対する教育サービスの向上 

 に、一般管理費は大学の管理運営の維持と同時に経費削減に努めています。 

 

  研究関連経費（受託研究等・研究経費）は５年間で１４億円増加しており、外部資 

 金の積極的な獲得による戦略的な最先端学術研究の推進に努めています。 

 

  診療経費は５年間で２５億円増加していますが、目標管理の徹底、コスト削減、コ 

 スト分析などの経営改善等により費用の抑制にも努めています。 

 

  人件費は経常費用の中で大きなウエイトを占めており、総人件費改革による経費抑 

 制及び給与改定臨時特例法に基づく給与削減に対応しています。しかし、病院収入及 

 び外部資金財源などによる雇用により増加傾向となっています。 

 

 

 

 

 

経常費用区分 24年度（構成比）

教育経費

（4%）

教育研究支援経費
（3%）

受託研究等 ・外部から委託を受けて行う受託研究、受託事業に要する経費

（8%） ・民間等からの研究者及び研究費を受入れ共同研究に要する経費

《上記活動に係る人件費を含む》

研究経費 ・国立大学法人の業務として行われる研究に要する経費

（12%） 《科学研究費補助金等の預り金処理を行う外部資金は含まない》

診療経費 ・附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要する経費

（22%）

財務費用
（1%）

一般管理費 ・国立大学法人全体の管理運営を行うために要する経費

（3%） ・その他、他の区分に属さない業務費区分

人件費 ・一般財源、寄附金、補助金等を財源とする給与等

（48%） 《受託研究等に係る人件費は含まない》

経常費用の内容

管理運営

教育

研究

診療

・国立大学法人の業務として入学試験、正課教育など学生等に対し
て行われる教育に要する経費

・附属図書館、情報基盤センターなど特定の学部等に所属せず、法
人全体の教育及び研究の双方を支援するために要する経費

・国立大学財務・経営センター債務負担金（財政融資資金）や借入
金及びファイナンスリース資産などの支払利息等
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◆経常収益の推移 

  経常収益は大学の運営に要する収入を財源別に区分しており、教育・研究・診療な 

 どの運営による増収を図り、安定的な財源構造が読み取れます。 

 

  外部資金は、大型の外部資金プログラムに積極的に申請し、その結果５年間で２０ 

 億円増加するなど、安定した教育水準の向上及び卓越した研究を推進するための財源 

 を確保するよう努めています。 

 

  病院収益は、病院長のリーダーシップのもと、機動的かつ戦略的な病院経営による 

 増収などにより５年間で７９億円と飛躍的に増加しており、経常収益のおよそ３分の 

 １を占める重要な収入財源となっています。 

 

  運営費交付金収益は、給与削減等に伴い、交付額が減少しています。 

 

 

 

 

 

24年度（構成比）

受託研究等 ・受託研究収入 ・共同研究収入

（8%） ・受託事業収入

寄附金収益 ・奨学寄附金

（3%） ・名古屋大学基金

補助金収益 ・補助金収入

（4%） ・施設費収入

雑益 ・研究関連収入（補助金等間接経費）

（3%） ・財産貸付料　・版権料、特許料収入　・物品等売払収入など

その他 ・有価証券等受取利息

（5%） ・資産見返負債戻入

病院収益 ・附属病院収入（未収分を含む）

（35%） 《外来・入院》

学生納付金収益 ・授業料

（9%） ・入学料、検定料

運営費交付金収益 ・運営費交付金収入

（32%） 《教育研究経費相当・特別運営費交付金・特殊要因運営費交付金》

経常収益の内容
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経常収益の推移
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◆利益と利益処分の推移 

  経常損益は、国立大学法人の業務活動により経常的に生じる費用及び収益の差額で 

 あり、損益計算書に計上している経常収益と経常費用の差額でもあります。 

 

  臨時損益は、国立大学法人の業務活動により経常的に生じる費用及び収益以外の差 

 額であり、固定資産売却損益、固定資産除却損（旧建物の取り壊しなどによる）、災害 

 損失等があり、損益計算書に計上している臨時利益と臨時損失の差額でもあります。 

 

  当期総利益は、経常損益に臨時損益を加算したものであり、文部科学大臣が経営努 

 力の結果として認可し、中期計画に定められた剰余金の使途の範囲において教育研究 

 診療環境整備として使用される目的積立金と、資産に係る今後発生する費用（減価償 

 却費）等により損失が発生した場合に、損失処理のために使用される積立金（現金を 

 伴わない）に利益処分されます。 
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損益と当期総利益の内訳 【単位：億円】

表示区分 H20 H21 H22 H23 H24

経常費用 825 865 850 901 897

経常収益 844 856 871 912 917

経常損益 19 ▲9 20 12 20

臨時損失 13 7 7 2 2

臨時利益 1 27 1 1 1

臨時損益 ▲12 20 ▲6 ▲1 ▲1

目的積立金取崩額 0 13 0 0 0

利益／利益処分の推移

当期総利益 7 24 15 11 20

目的積立金 1 － 0 2 1

積立金 6 24 15 9 19
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◆キャッシュ・フローの推移 

  キャッシュ・フロー計算書は、一会計期間のキャッシュ（資金）・フロー（流れ） 

 を活動別に表示したものであり、損益計算書からだけでは読み取ることができない経 

 営状況等を把握することができ、民間企業においても重要視されています。 

 

  本学の資金的な運営状況は、法人化当初は資金獲得の一層の拡大を図り、積極的な 

 設備投資を行っていましたが、ここ数年は獲得する資金を、設備投資だけでなく借入 

 金返済に充当しています。これは、業務活動で資金獲得による健全な経営を行うとと 

 もに、設備投資と同時に借入金の圧縮や有価証券等の資金運用を積極的に行い、教育 

 研究診療用財源の確保と同時に財務体質の強化を図ってきたことを表しています。し 

 かし、運営費交付金などの削減による資金ショートに備えるため、定期預金を解約し 

 たことにより、投資活動が＋(プラス)、期末残高が増加しています。 

 

 

 

・原材料、商品、ｻｰﾋﾞｽの購入による支出

・投資・財務活動以外の取引

・国庫納付に係るｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ

財務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動及び投資活動を維持するための財務活動に係る資金の状態を表示

・資金の調達及び返済

・支払利息

活動区分 記載内容

業務活動によるキャッシュ・フロー

通常の業務の実施に係る資金の状態を表示
・教育・研究の実施による収入

・運営費交付金、国等から交付される補助金

投資活動によるキャッシュ・フロー

将来に向けた運営基盤を確立するために行われる投資活動に係る資金の状態を表示

・固定資産の取得・売却、投資資産の取得・売却

・施設費

・受取利息
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▲86
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（億円） キャッシュ・フローの推移

【単位：億円】

活動区分 H20 H21 H22 H23 H24

業務活動によるキャッシュ・フロー 142 142 134 165 133

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲163 ▲86 ▲27 ▲84 14

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲15 ▲55 ▲67 ▲65 ▲67

資金期末残高 50 50 89 105 186
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◆国立大学法人等業務実施コストの推移 

  業務実施コスト計算書は、納税者である国民の国立大学法人の業務に対する評価、 

 判断に資するため、一会計期間に属する国立大学法人の業務運営に関し、国民の負担 

 に帰せられるコストに係る情報を一元的に集約して表示されるものであり、民間企業 

 にはない財務諸表です。 

 

  コスト項目は国立大学法人会計基準に限定列挙されています。 

 ①業務費用：国民負担（税金）で賄われている費用であり、損益計算書の費用から自 

  己収入額を差し引いたものです。 

 ②損益外減価償却等：国から出資を受けた資産、法人化後に施設費や目的積立金など 

  を財源として取得した資産に係る減価償却費等。また、国から財源が措置される賞 

  与及び退職給付引当金相当額は損益計算に含まれませんが、本来業務運営にかかる 

  べき費用であり、最終的な国民の負担となるものです。 
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（億円）
国立大学法人等業務実施コストの推移

0

 

開示
目的

評価と
の関係

利益処分により経営努力の認定が行われ、財務面
における法人業務運営の業績評価として利用

法人運営に係る国民負担額を開示するため、国民負担に見合う成
果をあげているかどうか、国民が判断するために利用

法人の業務運営に係るフルコストデータを開示
納税者たる国民が負担しているコスト情報を開示（説明責任）

法人の費用収益の状態（運営状況）を開示

損益計算書 業務実施コスト計算書

【単位：億円】

コスト区分 H20 H21 H22 H23 H24

損益計算書上の経常費用 824 865 850 901 897

国立大学法人等業務実施コスト 420 448 406 436 400

機会費用 15 15 14 11 6

損益外減価償却等 30 35 54 42 31

業務費用 375 397 338 383 362
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◆附属病院業務損益の推移 

  附属病院業務は、目標管理の徹底やコスト削減など、大学病院としての使命・機能 

 を踏まえ、目標管理の徹底、コスト分析による経営改善等に努めています。その結果、 

 病院収益は年々増加していますが、平成２４年度より附属病院運営費交付金がなくな 

 ったこと及び借入金償還経費等により、引き続き経営は厳しい状況です。 

 

 業務費用 

 診療経費：診療の収益増加に伴い要する経費（医薬品、診療材料、医療消耗器 

      具費、修繕費、委託費、機器保守費、減価償却費、水道光熱費等） 

 人件費：臨床系教員、医員、研修医、看護師、検査技師等、事務職員 

 その他：教育・研究経費、受託研究費、一般管理費、財務費用（支払利息等） 

 業務収益 

 病院収益：入院診療収益、室料差額収益、外来診療収益等 

 病院運営費交付金収益：診療に係る交付金 

 その他運営費交付金収益：教育研究等に係る交付金 

 その他：受託研究・寄附金・補助金等外部資金収益、資産見返負債戻入等 
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（億円）
附属病院業務損益の推移

【単位：億円】

H20 H21 H22 H23 H24

業務費用 左 302 319 335 346 356

その他 左 21 20 18 19 23

人件費 左 107 110 114 127 133

診療経費 左 174 189 204 199 199

業務収益 右 316 313 353 354 373

その他 右 10 9 12 11 16
その他運営費交付金収益 右 37 32 34 32 32
病院運営費交付金収益 右 21 13 14 12 0

病院収益 右 247 258 294 299 325

表示区分（グラフ位置）
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◆予算の推移（運営費交付金・自己収入等） 

  大学の業務運営の主な財源として、授業料や附属病院収入のほかに国から運営費交 

 付金が交付されています。平成２５年度の運営費交付金に係る算定ルールには、引き 

 続き対前年度△１．３％削減［大学改革促進係数］が課され、自己収入等の増収を図 

 り業務運営しています。しかしながら、最も重要な「一般運営費交付金」の減少がま 

 すます大学の財政運営を逼迫させてきています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  安定した財源構造を保つためには、国からの交付金以外の自己収入や外部資金の獲 

  得は欠かせません。とりわけ学生サービスに資する授業料・入学料・検定料などの学 

  生納付金、安心・安全でかつ高度・先端的医療を提供する附属病院収入、補助金等間 

  接経費の増収は、大学の財政運営上、大変重要なものとなっています。 
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自己収入等の推移
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◆長期及び短期有価証券による資金運用の推移 

  本学では、寄附金を財源とした長期及び短期（１年以内に満期を迎えるもの）の資 

 金運用を行っております。これは、本学の資金管理規程に従って、資金管理運用方針 

 に基づいた資金管理タスクフォースにて慎重に検討した後、特に安全性と収益性を確 

  保することを最優先として運用しています。 

 

  法人化後は、国立大学法人法第３５条において準用する独立行政法人通則法第４７ 

 条により、「国債、地方債、政府保証債その他主務大臣の指定する有価証券を取得する 

 場合を除くほか、業務上の余裕金を運用してはならない」とあり、債権の運用範囲は 

 国債、地方債、政府保証債に事実上限定されていました。しかし、平成２０年３月２ 

 ８日付け文部科学省告示第３２号により、文部科学大臣の指定する有価証券の範囲が 

 拡大され、公社債（担保付き）や外国債（本邦通貨で表示されるもの）の運用も可能 

 となりました。 

 

  ここ５年間における有価証券の運用状況は、長期的視点に立ったポートフォリオ、 

 平均保有期間の拡大、運用先（発行体）の多様化、１銘柄の購入額の上限を設定し銘 

 柄の分散及び購入機会の分散に努めた結果、受取利息額が増加しました。 

  しかし、平成２２年度を境に受取利息の利率が下降したため、支払に耐え得るよう 

 資金繰りの確保をしつつ運用額を増加しましたが、利息配当の伸びがやや下降してい 

 ます。今後も十分注視して僅かながらでもこの厳しい状況を緩和できるよう資金運用 

 を行っていくこととしています。 
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（億円） 長期及び短期有価証券（貸借対照表計上額）と受取利息配当金の推移

貸借対照表計上額

国債（長期）

国債（短期）

地方債・政府保証債

その他有価証券

外国債

受取利息配当金（百万円）
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  財務分析について                      

 

◆財務分析とは 

 財務分析とは、学長、理事、企業、文部科学省、金融機関など国立大学を取り巻く関

係者が、大学に対する意志決定に必要な情報を得る目的のため、国立大学の財務諸表か

ら実態を明らかにし、経営内容を評価測定するために用いるものです。 

 

 

 

●財務の健全性（安全性） 

 国立大学法人の資本は自己資本として出資者（国）に返済する必要はありませんが、他人

資本である借入金及び未払金は返済を要します。つまり支払い要請にこたえられる能力がど

の程度あるか判断するため、資金の流動性の分析が必要となります。 

 

①流動比率＝流動資産÷流動負債 

 流動比率が 100％を超えていれば流動負債を流動資産で支払うことが可能な状態です。

当面（１年以内）支払うべき債務を支払財源にて確保しているか否かの判断指標となります。 

 

 

 

 

 

 

②自己資本比率＝自己資本÷（負債＋自己資本） 

 負債と自己資本の合計は総資産に一致することから、自己資産の総資産に対する割合を表

します。 

 国立大学法人は企業と異なり、資本剰余金が自己資本として存在するわけではなく、有形

固定資産（特定資産）の減価償却費が損益計算書に計上されず、損益外減価償却累計額とし

て直接資本剰余金から控除されるため、自己資本が維持される「資本維持の原則」は成立し

ません。このため、この指標を使用するのは注意が必要です。この数値が大きいほど健全性

が高いといえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●効率性 

 国立大学の運営が効率的に行われているかどうかの指標として業務費対人件費率、業務費

対一般管理費率が考えられます。 

本学では９９．４％であり、対前年度比３．２ポイントの増加となっています。これは、

預り補助金等の繰越額の減少以上に期末に竣工した工事等の未払金が増加し、流動負債が

増加したが同様に現預金も増加することとなり、さらに病院収入の国保及び社保への診療

請求保留により未収金も増加したことなどにより、流動資産が流動負債より多く増加した

ことが主な要因です。 

本学では５０．０％であり、対前年度比０．２ポイントの増加となっています。これは、

附属病院の再整備に係る借入金残高の減少及びファイナンスリースの支払いに伴う減少

などの減要因と、固定資産の減価償却以上に取得が増加したことによる資産見返負債及び

未払金のなど増加の増要因がほぼ同額となり負債に変動がなかったが、H23 目的積立金

の承認が遅れたことによる残高に加え、当期の利益剰余金が前年度の倍に増額したことに

よる自己資本が増加したことが主な要因です。 

 

 

  Ⅵ．財務分析（指標と経年比較） 

財務分析の指標財務分析の指標
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③人件費比率＝人件費÷業務費 

 国立大学法人の業務費は、教育経費、研究経費、診療経費や教員人件費、職員人件費など

から構成されており、国立大学法人の教育研究の基盤は人的資本であるため人件費比率が高

くなるのは避けられません。しかし、この比率が高いことは人件費以外の教育研究活動の経

費が小さくなり財源が十分確保できていないことを意味しています。したがって、この比率

が上昇することは望ましくないといえます。 

 

 

 

 

 

 

 

④一般管理費比率＝一般管理費÷業務費 

 一般管理費は純粋に大学の管理業務の費用であることから、この経費が業務費に対して大

きいことは非効率といえます。 

 

 

 

 

 

 

●発展性 

 国立大学法人の発展性には、財務的に多様な資金（外部資金）の収益性を高めて財務体質

を強化・安定させることが重要となります。収益性の拡大という観点からは、経常収益の伸

び（外部資金の獲得など）を見るという視点と経常利益の伸びを見るという視点があります。 

 

⑤外部資金比率＝（受託研究費等収益＋寄附金収益）÷経常収益 

 総収益に対する外部資金の占める割合を示す指標であり、外部資金の増加を図ることは財

源の安定性を図るとともに教育研究活動の実質充実に資することにもなります。したがって、

公財政支援制度が変化しない状況下で、この比率が上昇することが望ましいといえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●活動性 

 国立大学法人の教育研究にかかる活動力を見る観点として活動性があります。どの程度大

学が教育研究活動に取り組んでいるかという財源投入やプロセスにかかる指標です。 

本学では４９．５％であり、対前年度比０．１ポイントの増加となっています。これは、

教員の定年延長に伴う退職手当の増加及び給与の臨時特例に伴う承継職員の人件費削減

による減少と、給与手当の改訂に伴う病院勤務職員特別調整手当等の支給及び補助金財源

の新規プロジェクトに伴う教員の採用による増加がほぼ同額となり、業務費についても補

助金の獲得に努めたことによる執行額の増加と、受託研究費等外部資金の執行の減少がほ

ぼ同額となったことがほぼ変動のない要因です。 

本学では２．８％であり、対前年度比０．１ポイントの減少となっています。これは、経

費削減努力に加え、前年度竣工した建物新営に伴う関連消耗品及び移転費等が当期竣工し

た建物に係る経費より大きかったことにより一般管理費が減少したが、同時に業務費も減

少したことがほぼ変動のない要因です。 

本学では１０．４％であり、対前年度比▲１．０ポイントの減少となっています。これは、

受託研究及び共同研究の獲得に努めた結果受け入れ件数は増加(1,109→1,174 件)した

が、大型プロジェクトの受入額減少により受託研究収入が減少したこと及び前年度からの

繰越額減少が主な要因です。なお、寄附金に関しては事業年度内に獲得した金額ではなく

使用（執行）した金額相当分を収益（費用進行基準）として計上しているため、適正な外

部資金獲得額と判断することはできません。 
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⑥学生あたり教育経費＝教育経費÷学生実員 

 学生一人あたりいくらの教育経費がかかっているかを表します。この数値が高いほど充実 

した教育資源の投入がされていると判断されます。 

 教育課程の違いや学生数の多寡によって変動しますので、教育課程別及び規模別の比較が 

重要です。また、数年間の変化を測定するのも有効です。 

 

 

 

 

 

⑦教員あたり研究経費＝研究経費÷教員実員 

 教員一人あたりどのくらいの研究資金が使用されているのかを表します。この数値が高い

ほど財務的に研究活動への充当がされていると判断されます。 

 なお、国立大学法人会計の特色から、科学研究費補助金のような競争的資金で研究者個人

に交付（個人補助）される補助金は損益計算書に現れないため、この金額を加算することも

必要です。 

 教育と同様、分野別の比較や数年間の変化が重要です。 

 

 

 

 

 

 

●収益性 

 国立大学法人の収益源（自己収入）について、経費に見合う収益確保がなされているかを

知る方法が収益性分析です。国立大学法人は病院を併設しているかどうかで収益額及び収益

構造（自己収入の比率、運営費交付金の比率など）は大きく異なります。このため、絶対的

な収益額で比較する分析よりも、業務活動を目的別に区分し、かつ、相対的な収益分析を行

う方が有意義であると考えられます。 

 

⑧診療経費比率＝診療経費÷病院収益 

 当期診療に費やしたコストに対して獲得した収益の状況を表します。一般的に少ない経費

でより多くの収益が上がることが望ましいと判断されます。 

 

 

 

 

 

本学では２２３千円であり、対前年度比１７千円の増額となっています。これは、新規採

択された補助金(リーディング大学院)などの受け入れが増加し教育経費が増加したこと、

さらに授業料及び入学料の免除に伴い教育経費が増加したことが主な要因です。 

本学では５，９３６千円であり、対前年度比６１千円の増額となっています。これは、外

部資金の獲得に努めた結果、大学改革推進等補助金、国際研究拠点形成促進事業費補助金

及び医療施設運営費等補助金などの受け入れが増加し、それら補助金による大型プロジェ

クトに伴う執行額が増加したことが主な要因です。 

本学では６１．４％であり、対前年度比▲５．２ポイントの減少となっています。これは、

経費削減に努めたことによる診療経費の増加を抑え、外来及び入院患者数が増加し、外来

化学療法及び手術件数が増加したことによる附属病院収益の増加が主な要因です。 
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区　分

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 増減

名 古 屋 大 学 116.8% 105.5% 98.4% 96.2% 99.4% 3.2PT

旧七帝大平均 98.4% 97.0% 89.1% 90.4% 109.6% 19.2PT

区　分

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 増減

名 古 屋 大 学 49.3% 48.2% 48.8% 49.8% 50.0% 0.2PT

旧七帝大平均 64.1% 64.4% 64.9% 64.5% 63.9% ▲0.6PT

区　分

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 増減

名 古 屋 大 学 50.6% 49.6% 48.0% 49.4% 49.5% 0.1PT

旧七帝大平均 50.3% 49.3% 48.6% 49.2% 48.3% ▲0.9PT

区　分

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 増減

名 古 屋 大 学 3.8% 4.5% 2.9% 2.9% 2.8% ▲0.1PT

旧七帝大平均 3.5% 3.6% 3.1% 3.1% 3.2% 0.1PT

区　分

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 増減

名 古 屋 大 学 11.4% 10.4% 10.9% 11.4% 10.4% ▲1.0PT

旧七帝大平均 14.1% 13.8% 14.2% 13.8% 12.9% ▲0.9PT

区　分

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 増減

名 古 屋 大 学 179千円 217千円 186千円 206千円 223千円 17千円

旧七帝大平均 223千円 256千円 219千円 234千円 270千円 36千円

区　分

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 増減

名 古 屋 大 学 5,013千円 5,610千円 5,459千円 5,875千円 5,936千円 61千円

旧七帝大平均 5,589千円 5,918千円 5,859千円 6,296千円 6,730千円 434千円

区　分

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 増減

名 古 屋 大 学 70.7% 73.1% 69.3% 66.6% 61.4% ▲5.2PT

旧七帝大平均 66.5% 67.6% 65.2% 64.4% 63.2% ▲1.2PT

※　PT＝（対前年度増減比）ポイント

教育経費÷学生実員

⑦教員あたり研究経費

研究経費÷教員実員

⑧診療経費比率

診療経費÷病院収益

③人件費比率

人件費÷業務費

④一般管理費比率

一般管理費÷業務費

⑤外部資金比率

（受託研究費等収益＋寄附金収益）÷経常収益

⑥学生あたり教育経費

財務分析経年比較

①流動比率

流動資産÷流動負債

②自己資本比率

自己資本÷（負債＋自己資本）
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財務分析レーダーチャート

旧七帝大平均比較

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

①流動比率

②自己資本比率

③人件費比率

④一般管理費比率

⑤外部資金比率

⑥学生あたり教育経費

⑦教員あたり研究経費

⑧診療経費比率

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

①流動比率

②自己資本比率

③人件費比率

④一般管理費比率

⑤外部資金比率

⑥学生あたり教育経費

⑦教員あたり研究経費

⑧診療経費比率

 

旧七帝大平均を100%とし、名古屋大学の財務指標数値割合をレーダーチャートとして

示しています。100%以上の数値割合が高評価となるよう表示しています。

 

名古屋大学における平成 23 事業年度の財務指標数値を 100%とし、平成 24 事業

年度の数値割合をレーダーチャートとして示しています。100%以上の数値割合が高

評価となるよう表示しています。 

対平成23年度比較
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  財務データでみる名古屋大学                 

◆人件費の推移 

人件費の推移

区　分 役員 役員非常勤 教員 教員非常勤 職員 職員非常勤 人件費合計
総人件費改革

基準額
総人件費改革
対象人件費

給与等 20年度 166 3 19,875 2,001 12,502 1,967 36,514 31,260 29,690
21年度 126 4 20,104 2,147 12,619 2,220 37,220 30,930 28,750
22年度 144 6 20,204 2,372 12,597 2,495 37,818 30,610 28,230
23年度 146 6 21,125 2,398 13,405 2,819 39,899
24年度 135 6 21,088 2,453 13,358 3,058 40,098

区　分 役員 役員非常勤 教員 教員非常勤 職員 職員非常勤 人件費合計

退職手当 20年度 126 0 1,212 1 1,753 6 3,099
21年度 0 0 1,831 3 1,422 2 3,258
22年度 0 0 511 2 868 2 1,383
23年度 0 0 1,675 2 1,228 1 2,906
24年度 52 0 1,528 2 1,115 1 2,698  

 

●人件費                 ●退職手当 

 

  

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ⅶ．財務データで見る名古屋大学（直近５年間の推移） 

※総人件費改革による人件費削減（５年間で△

５％）及び給与改定臨時特例法に基づく給

与削減に対応していますが、それ以外の外部資

金財源などによる非常勤職員の増加が大きいこ

とが分かります。 

※平成 22 年度は教員の定年延長により減少し

ていますが、今後はほぼ同程度の所要額が推移

していく見込みです。 
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◆外部資金の推移 

●科学研究費補助金の受入金額・件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※受入金額・件数は内定時の受入件数・金 

 額で計上。特別研究員奨励費、成果公開 

 種目、奨励研究を除く。 

 

●受託研究の受入金額・件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●受託事業の受入金額・件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●科 学 研 究 費 補 助 金 の 採 択 率 ・ 申 請 ・ 受 入 件 数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※採択率は内定時の受入件数より積算。特 

 別研究員奨励費、成果公開種目、奨励研 

 究を除く。 

 

●共同研究の受入金額・件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●寄附金の受入金額・件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※受託事業の件数については、受託実習生 

 受入分を除く。 

※受託研究の件数については、病理組織検 

 査料及び治験等実施収入分は除く。 
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◆授業料免除の推移 

●授業料免除額及び免除者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●学部学生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●博士後期課程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●博士前期課程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆授業料免除に係る外国人留学生の割合
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◆光熱水料の推移 

●電気料金及び使用量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●水道料金及び使用量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆外国雑誌・電子ジャーナルの推移 

●外 国 雑 誌 ・ 電 子 ｼ ﾞ ｬ ｰ ﾅ ﾙ 契 約 金 額 ・ ﾀ ｲ ﾄ ﾙ 数 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆知的財産の推移 

●発明等届出・出願・特許登録件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ガス料金及び使用量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●光熱水料総額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●電子ｼﾞｬｰﾅﾙのﾀｲﾄﾙ数と利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●特許保有件数 
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